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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 425,092 544,244 565,994 493,151 372,450

経常利益又は

経常損失（△）
(百万円) 12,042 20,449 21,639 △19,974 △4,939

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) 4,940 8,662 10,708 △53,775 △9,110

純資産額 (百万円) 181,542 193,600 200,842 132,853 123,233

総資産額 (百万円) 338,837 361,892 370,127 278,958 289,016

１株当たり純資産額 (円) 499.64 523.60 543.09 358.48 332.69

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

(円) 13.44 23.84 29.46 △147.92 △25.04

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
(円) 13.44 23.83 29.45 － －

自己資本比率 (％) 53.6 52.6 53.3 46.7 41.9

自己資本利益率 (％) 2.8 4.7 5.5 △32.8 △7.2

株価収益率 (倍) 49.7 28.1 12.6 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 14,817 25,561 38,301 36,053 14,304

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △8,043 △19,048 △28,484 △41,387 △17,047

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △6,992 △4,319 △9,249 5,525 2,804

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 5,731 9,169 9,902 7,965 7,939

従業員数 (人) 15,199 15,100 15,917 16,230 15,335

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第70期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平

成17年12月９日）を適用しております。

３  第72期及び第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４  第72期及び第73期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等
回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 268,811 325,091 349,193 298,078 241,718

経常利益又は

経常損失（△）
(百万円) 5,945 10,590 12,050 △5,398 △1,667

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) 3,002 4,438 6,195 △38,764 △9,194

資本金 (百万円) 25,948 25,948 25,948 25,948 25,948

発行済株式総数 (千株) 374,018 374,018 374,018 374,018 374,018

純資産額 (百万円) 158,835 162,282 163,967 120,657 110,629

総資産額 (百万円) 272,417 281,565 277,181 219,653 228,290

１株当たり純資産額 (円) 437.24 446.54 450.98 331.88 303.55

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配

当額）

(円)
7.00

(3.50)

8.50

(3.50)

8.50

(4.25)

7.25

(4.25)

5.00

(2.50)

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

(円) 8.26 12.21 17.04 △106.62 △25.27

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
(円) 8.26 12.21 17.04 － －

自己資本比率 (％) 58.3 57.6 59.2 54.9 48.5

自己資本利益率 (％) 1.9 2.8 3.8 △27.2 △8.0

株価収益率 (倍) 80.9 55.0 21.8 － －

配当性向 (％) 84.7 69.6 49.9 － －

従業員数 (人) 4,320 4,076 4,074 4,134 4,154

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第70期の１株当たり配当額8.50円は、記念配当1.50円を含んでおります。

３　第70期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。

４  第72期及び第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５　第72期及び第73期の株価収益率と配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】
年　月 沿　　　　　　　　　　　　革　

大正７年１月 ㈱日立製作所日立工場（現在の山手工場）内に電線工場を新設、電線及び伸銅品の生産を開始

13年12月 工場を電線工場の現在地へ移転、以後逐次製造品目を拡大

昭和22年９月 日立工場より分離し、独立事業所となり日立電線工場（現在の当社電線工場）として発足

31年４月 日立電線株式会社設立（注１）

31年10月 ㈱日立製作所より電線事業に関する一切の営業の譲渡を受け、営業開始

32年９月 日高工場の建設に着手

36年10月 東京・大阪両証券取引所市場第二部に株式を上場

 京三電線㈱及び花島電線㈱（現日立マグネットワイヤ㈱）が東京証券取引所市場第二部に上場

37年２月 東京・大阪両証券取引所市場第二部より市場第一部に指定替え

37年10月 土浦工場の建設に着手

40年４月 豊浦工場の建設に着手

42年７月 株式の額面金額変更のため合併

43年８月 研究所新設

53年７月 花島電線㈱が東京証券取引所市場第二部上場廃止、日本証券業協会店頭登録扱銘柄となる

55年７月 高砂工場の建設に着手

63年11月 みなと工場の建設に着手

平成２年10月 東日電線㈱が日本証券業協会の店頭登録銘柄となる

３年10月 京三電線㈱が東京証券取引所市場第二部上場廃止、日本証券業協会店頭管理銘柄となる

５年６月 京三電線㈱が日本証券業協会の店頭登録銘柄となる

12年２月 新たに事業本部制を導入

12年４月 東日電線㈱と京三電線㈱が合併し、商号を東日京三電線株式会社に改める

13年10月 高圧電力ケーブル、架空線、それらの付属品及び関連システムの設計、製造並びに輸出事業等を㈱ジェ

イ・パワーシステムズに譲渡

14年１月 花島電線㈱が日本証券業協会店頭登録を廃止する

14年２月 株式交換により花島電線㈱を完全子会社とする

15年１月  建設・電販向け電線事業を譲渡した住電日立ケーブル㈱が営業を開始

15年６月 委員会設置会社へ移行

16年２月 東日京三電線㈱が日本証券業協会店頭登録を廃止する

16年３月 株式交換により東日京三電線㈱を完全子会社とする

18年１月  光ファイバケーブル及び光配線機器事業を㈱アドバンスト・ケーブル・システムズへ移管

20年６月  カシオマイクロニクス㈱より液晶用ＣＯＦ（Chip On Film）事業を譲り受けた「日立電線フィル

ムデバイス㈱」が営業を開始

　（注）１　当社の登記上の設立年月は、昭和26年４月になっておりますが、これは、株式の額面金額変更（昭和42年７月）

のため、合併を行った合併会社の設立年月であります。合併会社は、合併の時に営業を休止しており、合併後

に被合併会社である当社の営業活動を全面的に継承しておりますので、当社の実質上の設立年月は、昭和31

年４月であり、上表は、当社の実質上の変遷に沿って記載しております。

２　表中、会社名の表示がないものについては、当社の沿革を表しております。 
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３【事業の内容】

　当社グループは、提出会社（以下「当社」という。）及び親会社１社、連結子会社46社、非連結子会社２社、関連会社

18社で構成されており、電線・ケーブル事業、情報通信ネットワーク事業及び高機能材料事業を主たる事業としてお

ります。

　当社グループの事業区分別の主要製品及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　なお、次の事業区分は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情

報）」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同じであります。

事業区分 主要製品等 主要な関係会社

電線・ケーブル

事業

産業用ケーブル、巻線、機器

用電線、配線部品、電力用ケー

ブル（アルミ線、工事を含

む）　他

当社

［国内連結子会社］

東日京三電線㈱、日立電線商事㈱、日立電線ファインテック㈱、

日立マグネットワイヤ㈱、日立電線販売㈱、藤長電気㈱　

［海外連結子会社］

上海日立電線有限公司、日立電線（蘇州）有限公司、Hitachi

Cable (Johor) Sdn. Bhd. 、Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.、日立

電線（中国）商貿有限公司、Hitachi Cable Asia Ltd.　

［関連会社］

㈱ジェイ・パワーシステムズ、住電日立ケーブル㈱　

情報通信ネット

ワーク事業

情報ネットワーク

（情報ネットワーク機器、

ネットワークインテグレーシ

ョン、光コンポーネント）、　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

ワイヤレスシステム

（高周波・無線システム）、

通信ケーブル

（光海底ケーブル、光ファイ

バケーブル、メタル通信ケー

ブル）　他

 当社

［国内連結子会社］

 日立電線ネットワークス㈱

［海外連結子会社］ 

 Hitachi Cable America Inc.、Hitachi Cable Manchester 

 Inc. 

［関連会社］ 

 ㈱アドバンスト・ケーブル・システムズ 

高機能材料事業

化合物半導体、半導体パッケ

ージ材料（ＴＡＢ、リードフ

レーム）、自動車用部品(ホー

ス、センサ等)、伸銅品（銅管、

銅条、電気用伸銅品）　他

 当社　

［国内連結子会社］

 日立電線フィルムデバイス㈱、日立アロイ㈱、

 日立ケーブルプレシジョン㈱、日立電線メクテック㈱、

 東北ゴム㈱

［海外連結子会社］

 Giga Epitaxy Technology Corporation、Hitachi Cable

 Indiana, Inc.、AHCL (Thailand) Co., Ltd.、Hitachi Cable 

 Florida, Inc.、Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.、

 Hitachi Cable Asia Pacific (HCAP) Pte. Ltd.　

［関連会社］

 上海日光銅業有限公司　

その他事業 物流　他
［連結子会社］

日立電線ロジテック㈱　

 （注）ＴＡＢはTape Automated Bondingの略語であります。

 

　当社の親会社は、㈱日立製作所であり、当社及び当社の子会社・関連会社の一部は、同社との間で相互に製品等の取

引を行っております。

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、概ね右記のとおりであります。
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　　（注）事業系統図中、矢印は、製品・役務の流れを、＊は持分法適用会社を表しています。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容等
議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

（親会社）      
㈱日立製作所
（注２、４）

－ － － － －

（連結子会社）      

東日京三電線㈱
（注３）

茨城県
石岡市

3,569

電線・ケーブル及び
光ファイバケーブル
の製造、組立加工及
び販売

100.0
相互に製品の取引関係があり、固定資産
の賃貸関係があります。
役員の兼任３人、転籍６人

日立電線フィルム
デバイス㈱

山梨県
中央市

2,000
 電子部品材料の開
発及び製造

100.0
当社が同社製品を購入しており、同社は
当社より資金の借入があります。
役員の兼任３人、出向４人

日立アロイ㈱
東京都
千代田区

490
銅及び銅合金製品の
製造及び販売

100.0
相互に製品の取引関係があり、当社より
資金の借入があります。
役員の兼任２人、転籍４人

日立ケーブル
プレシジョン㈱

山形県
米沢市

400
リードフレームの製
造及び販売

100.0

相互に製品の取引関係があり、当社より
資金の借入があります。また、固定資産
の賃貸関係があります。
役員の兼任４人、出向２人、転籍１人

日立電線商事㈱
（注３、５、７）

東京都
千代田区

380
電線・ケーブル、伸
銅品等の販売

100.0

当社製品を販売しており、当社へ資金の
貸付があります。また、固定資産の賃貸
関係があります。
役員の兼任２人、転籍５人

日立電線
ファインテック㈱ 

茨城県
日立市

360
電線、電線加工品の
製造及び販売

100.0

相互に製品の取引関係があり、当社より
資金の借入があります。また、固定資産
の賃貸関係があります。
役員の兼任３人、出向３人、転籍３人

日立電線ロジテック㈱
茨城県
日立市

320
電線・ケーブルの巻
枠の製造及び販売並
びに物流関連業務

100.0
当社製品の物流関連業務を行っており、
固定資産の賃貸関係があります。
役員の兼任３人、転籍４人

 日立電線
 ネットワークス㈱

東京都
千代田区

320

 情報ネットワークシ
 ステムの設計、構
 築、保守・監視サー
 ビス

100.0
相互に製品の取引関係があり、固定資産
の賃貸関係があります。
役員の兼任３人、出向３人、転籍２人

日立マグネット
ワイヤ㈱

茨城県
日立市

300 巻線の製造及び販売 100.0

相互に製品の取引関係があり、当社より
資金の借入があります。また、固定資産
の賃貸関係があります。
役員の兼任３人、出向１人、転籍２人

日立電線メクテック㈱
茨城県
日立市

300

 電線材料の加工並び
 にゴム製品及び電
 線・ケーブル用機器
 の製造及び販売

100.0
当社が同社製品を購入しており、固定資
産の賃貸関係があります。
役員の兼任２人、転籍４人

日立電線販売㈱
大阪府
大阪市 
北区 

286

電線・ケーブル、伸
銅品、情報ネット
ワーク機器及び化学
成型品の販売

81.3

当社製品を販売しており、当社へ資金の
貸付があります。また、固定資産の賃貸
関係があります。
役員の兼任３人、転籍８人 

東北ゴム㈱
（注８）

宮城県
仙台市
宮城野区

276
ゴム製品の製造及び
販売

100.0
相互に製品の取引関係があり、当社との
間で資金の貸借があります。
役員の兼任２人、転籍２人

藤長電気㈱
（注７）　

東京都
千代田区 

50
電線・ケーブルの販
売 

100.0
当社製品を販売しており、当社との間で
資金の貸借があります。
役員の兼任２人、転籍４人 

Hitachi Cable
America Inc.
 (注３)

米国
(千米ドル)

49,947

 
電線・ケーブル及び
電子部品材料等の販
売/欧州・北米地域統
括
 

100.0
当社製品を販売しております。
役員の兼任２人、出向１人

上海日立電線
有限公司
（注３） 

中国
(千米ドル)

45,000
巻線、配線部品の製
造及び販売

100.0
当社製品を販売しております。
役員の兼任２人、出向２人

日立電線（蘇州）
有限公司
（注３） 

中国
(千米ドル)

42,100

電子機器用電線、加
工付電線及び配線部
品の製造及び販売

(5.0)
100.0

相互に製品の取引関係があります。
役員の兼任３人、出向３人
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名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容等
議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

Hitachi Cable
（Johor）Sdn. Bhd.
（注３）

マレーシア
 

(千マレーシア
リンギット)

122,056

巻線、配線部品の製
造

(6.4)
100.0

当社製品を販売しております。
役員の兼任３人、出向２人

Giga Epitaxy
Technology
Corporation

中国
(台湾地域)

(千台湾ドル)
726,000

半導体材料の製造　
及び販売

67.2
相互に製品の取引関係があります。
役員の兼任３人、出向１人

Hitachi Cable
Indiana, Inc.

米国
(千米ドル)

20,000
 自動車用部品の製造　
 及び販売

(100.0)
100.0

当社製品を販売しております。
役員の兼任２人、出向１人

AHCL (Thailand) 
Co., Ltd.　　

タイ
(千タイバーツ)

518,700
自動車用部品の製造
及び販売　

100.0
当社製品を販売しております。
役員の兼任３人、出向２人

Hitachi Cable　
Florida, Inc.　　

米国
　

(千米ドル)
14,000

自動車用部品の製造
及び販売

(100.0)
100.0

当社ブランド製品を製造し販売してお
ります。
役員の兼任１人

Hitachi Cable
(Singapore) Pte. Ltd.
 

シンガポール
(千シンガポール

ドル)
16,000

機器内配線材及び
リードフレームの製
造及び販売

(10.0)
100.0

当社製品を販売しております。
役員の兼任３人、出向１人

Thai Hitachi
Enamel Wire
Co., Ltd.
（注９）　

タイ
(千タイバーツ)

240,000
巻線の製造及び販売 49.4

当社製品を販売しております。
役員の兼任２人、出向２人

Hitachi Cable
Manchester Inc.

米国
(千米ドル)

6,000

電子機器用電線・
ケーブル、光ファイ
バケーブルの製造及
び販売

(100.0)
100.0

当社製品を販売しております。
役員の兼任１人、出向１人

日立電線（中国）商貿有
限公司

中国
(千米ドル)

6,600

電線・ケーブル、伸
銅品、電子部品材料
及び自動車用部品等
の販売/中国地域統括

(25.0)
100.0

当社製品を販売しております。
役員の兼任２人、出向４人

Hitachi Cable 
Asia Ltd. 

中国 
(香港地域) 

(千香港ドル)
5,625

電線・ケーブル、電
子部品及び伸銅品等
の販売 

    (20.0)  
100.0

当社製品を販売しております。 
役員の兼任２人、出向２人

 
Hitachi Cable Asia
Pacific (HCAP) Pte.
Ltd.
 
 

シンガポール
(千シンガポール

ドル)
1,000

 
巻線、機器内配線材、
電線・ケーブル、ゴ
ム製品、半導体材料、
リードフレーム、情
報ネットワーク製品
及び伸銅品の販売/ア
ジア地域統括
 

    100.0
当社製品を販売しております。
役員の兼任２人、出向２人

その他 19 社      

（持分法適用関連会社）      

上海日光銅業
有限公司

中国
(千米ドル)

50,000
銅管の製造及び販売 50.0

当社製品を販売しており、当社より資金
の借入があります。
役員の兼任２人、出向２人

㈱ジェイ・パワー
システムズ
（注２）

－ － － － －

㈱アドバンスト・
ケーブル・システムズ

東京都
港区

1,666

光ファイバケーブル
・光配線機器の開発
・設計、製造及び販
売

50.0
相互に製品の取引関係があり、固定資産
の賃貸関係があります。
役員の兼任３人、出向２人

住電日立ケーブル㈱
(注２)

　　 －  － 　　　　 － － 　　　　　　　　－

その他 10 社      

  （注）１　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

　　　　２　㈱日立製作所、㈱ジェイ・パワーシステムズ及び住電日立ケーブル㈱については、「第５　経理の状況　１　連結財

務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（関連当事者情報）」に記載しているため、省略しました。

３　東日京三電線㈱、日立電線商事㈱、Hitachi Cable America Inc.、上海日立電線有限公司、

　　日立電線(蘇州)有限公司、Hitachi Cable（Johor）Sdn. Bhd.は、特定子会社に該当します。
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４　㈱日立製作所は、有価証券報告書を提出しております。

５　日立電線商事㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えています。

　　　　　主要な損益情報等　(1)売上高　　　　50,169百万円

　　　　　                　(2)経常利益　　　   603百万円

　　　　　                　(3)当期純利益　　   286百万円

　　　　　                　(4)純資産額　　　 4,868百万円

　　　　　                　(5)総資産額　　　16,773百万円

６　連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある関係会社はありません。

７　日立電線商事㈱は、平成22年４月１日付で、藤長電気㈱を吸収合併しました。 

８　東北ゴム㈱は、当連結会計年度中に、当社と株式交換を行いました。その結果、当社の同社に対する議決権の所

有割合は100％となりました。　

９　当社は、当連結会計年度中に、Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.の株式を所有するHitachi Bangkok Cable Co.,

Ltd.の株式の一部を売却しました。その結果、Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.に対する当社の議決権の所有割

合（間接所有を含む）は、22.4％減少しました。なお、同社に対する当社の議決権の所有割合は50％以下であ

りますが、実質的に支配しているため子会社としております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在
事業セグメント 従業員数（人）

電線・ケーブル事業 7,280

情報通信ネットワーク事業 1,252

高機能材料事業 5,506

その他事業 382

全社（共通） 915

合　　　計 15,335

 （注）　従業員数（合計）は、前連結会計年度末に比べて895名減少しております。これは、主に中国の連結子会社を売

却したことによるものであります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在
従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

4,154 39.8 17.2 6,060,452

　（注）１　平均勤続年数は、被合併会社からの通算年数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は、日立電線労働組合と称し、当社従業員で構成される単一組合で、全日本電線関連産業労働組合

連合会に所属しております。

　また、当社グループに属する各社の一部については、それぞれ独自に労働組合の結成及び上部団体への加入等を

行っております。

　なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度における世界経済は、各国の景気対策の下支えもあり、新興国を中心に回復基調を維持しました。

また、国内景気についても自立的回復はなお弱いものの、海外経済の改善や各種対策の効果などから、持ち直しを続

けました。

当社グループの状況は、平成20年秋の世界的な金融危機及びそれに続く急激な景気悪化の影響を受け、前連結会

計年度の業績は大きく落ち込みましたが、その後、平成21年の春には底をうち、固定費を中心とした各種コスト削減

施策が奏功したこともあり、当連結会計年度に入ってからは回復を続けました。

四半期ごとの業績は、第１・２四半期連結会計期間（平成21年４月～６月、７月～９月）までの業績は前年同期

と比較して減益となりましたが、第３四半期連結会計期間（平成21年10月～12月）は、前第３四半期連結会計期間

末に発生したたな卸資産評価による影響が当第３四半期連結会計期間末は軽微であったこともあり、前年同期と比

較して営業利益で91億円、経常利益で123億円の赤字縮小となりました。さらに、第４四半期連結会計期間（平成22

年１月～３月）には、業績改善施策の継続的実行や受注の回復により営業利益で黒字転換を果たすことができまし

た。

当連結会計年度全体でみると、売上高については、前連結会計年度より24％減少の3,724億50百万円となりました。

一方、利益面では、営業損失は63億81百万円（前連結会計年度の営業損失147億40百万円）、経常損失は49億39百万

円（同経常損失199億74百万円）となり、いずれも前連結会計年度から大幅に改善しました。

また、採算の悪化していた半導体や自動車市場向け事業を中心に事業構造改善施策を実施し、特別損失を41億14

百万円計上したことにより、当期純損失は91億10百万円（同当期純損失537億75百万円）となりました。

以下、事業の種類別セグメントごとに業績の概況をご報告いたします。各セグメントの売上高は、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含めております。

　

電線・ケーブル事業

巻線はハイブリッド自動車向け製品が好調を維持する等、電装分野向けを中心に回復基調が続きました。産業用

・電力用ケーブルは、建設向け需要の減退の影響を受け減少しました。機器用電線及び配線部品は、民生機器向けの

一部製品の回復に加え、年度後半からは主力の産業機械向け・工作機械向け需要も復調しましたが、前連結会計年

度の水準には届きませんでした。

この結果、当セグメントの売上高は1,818億10百万円となり、前連結会計年度を28％下回りました。また、当セグメ

ントの営業損失は１億39百万円となりました。

　

情報通信ネットワーク事業

ワイヤレスシステムは、携帯電話基地局向けの製品事業とデジタル放送中継局向け事業は好調でしたが、携帯電

話基地局向けの工事事業は減少したため、全体としては前連結会計年度を若干下回りました。

情報ネットワークにつきましては、インテグレーション事業は年間を通じて好調を維持しましたが、情報ネット

ワーク機器事業は第４四半期連結会計期間には通信事業者向けを中心に出荷が集中したものの、第３四半期連結累

計期間までは案件が少なく、全体としては前連結会計年度を下回りました。

光・通信ケーブルにつきましては、光海底ケーブルが第２四半期連結累計期間までは複数の大型案件向けに出荷

が続き好調でしたが、年度後半は需要の端境期に入り低水準となったこともあり、全体としては前連結会計年度を

下回りました。

この結果、当セグメントの売上高は645億13百万円となり、前連結会計年度を22％下回りました。また、当セグメン

トの営業利益は９億55百万円となり、前連結会計年度を75％下回りました。

　

高機能材料事業

化合物半導体は、高周波デバイス用やレーザーダイオード向けは前連結会計年度並みまで回復しましたが、赤色

・赤外ＬＥＤ（発光ダイオード）向けの落ち込みが大きく、全体としては前連結会計年度を下回りました。

ＴＡＢ（Tape Automated Bonding）は、第２四半期連結累計期間までは急回復が続いておりましたが、年度後半は

在庫調整や競争激化により、特に液晶用ＣＯＦ（Chip on Film）を中心に減少に転じ、前連結会計年度を下回りまし

た。

自動車用部品は、各種車載用センサが好調だったほか、年度後半からは主力のブレーキホースも在庫調整の終了

により回復に向かいましたが、第２四半期連結累計期間までの落ち込みの影響により前連結会計年度を下回りまし

た。
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伸銅品では、銅条は半導体リードフレーム向けを中心に繁忙な状況が続いたほか、電気用伸銅品も回復基調とな

りました。しかし、銅管は天候不順及び民間設備投資の冷え込みに伴いエアコン向け等の需要が低水準となったた

め、全体としては、前連結会計年度を下回りました。

この結果、当セグメントの売上高は1,395億10百万円となり前連結会計年度を22％下回りました。また、当セグメン

トの営業損失は78億26百万円となりました。

　

その他事業

当セグメントは、物流等の事業で構成されています。当セグメントの売上高は152億５百万円となり、前連結会計

年度を10％下回りました。また、当セグメントの営業利益は６億23百万円となり、前連結会計年度を８％下回りまし

た。

　

  　所在地別セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

 

日　本

　当連結会計年度の売上高は3,298億16百万円(前連結会計年度の売上高4,127億29百万円)、営業損失は48億25百万円

（前連結会計年度の営業損失136億96百万円）となりました。

 

 その他

　当連結会計年度の売上高は764億70百万円（前連結会計年度の売上高1,195億51百万円）、営業損失は14億32百万円

（前連結会計年度の営業損失12億96百万円）となりました。

　　なお、当連結会計年度において、日本以外の国又は地域の各々の売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域

別の記載を省略しております。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて、税金等調整前当期純損失で241億75

百万円の改善と、仕入債務の増加、有形及び無形固定資産の取得による支出が減少した一方で、売上債権の増加、た

な卸資産の増加、減損損失の減少があったこと等により、前連結会計年度より26百万円減少し、当連結会計年度末に

は、79億39百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　　

　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは143億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ、217億49百万円

減少しました。これは、税金等調整前当期純損失の改善が241億75百万円、仕入債務の増加が505億86百万円あった一

方で、売上債権の増加、たな卸資産の増加、減損損失の減少、減価償却費の減少が合わせて952億44百万円あったこと

等によるものであります。

　 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動に使用されたキャッシュ・フローは170億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ、243億40百万円減少

しました。これは、関係会社株式の取得による支出が40億円あった一方で、有形及び無形固定資産の取得による支出

の減少と短期貸付金の純増減額の減少が合わせて179億74百万円あったこと、前連結会計年度末に連結の範囲の変

更を伴う子会社株式の取得による支出91億45百万円があったこと等によるものであります。

 　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって得られたキャッシュ・フローは28億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ、27億21百万円減

少しました。これは、長期借入金の返済による支出の増加が26億67百万円あったこと等によるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】
　当社グループの生産・販売品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品でありましても、その容量、構造、形式等

は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も含まれるため、事業の種類別セグメントごとに生産規

模及び受注規模を金額あるいは数量で示しておりません。

　このため、生産、受注及び販売の状況については、「１　業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関

連付けて示しております。
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３【対処すべき課題】
　(1)対処すべき課題

当社グループは、企業ビジョン「『伝える』をきわめる」の下、「伝える」ニーズの多様化、高度化に応えるための

製品やサービスを提供し社会に貢献することで、世界に認められ、また、従業員全員が誇りを持てる「存在感のある企

業」となることをめざしてまいります。

その実現に向けて当社グループは、平成22年度～平成24年度を対象とする新中期経営計画「プラン“ＢＲＩＤＧＥ

”」を以下のとおり策定いたしました。

　

① プラン“ＢＲＩＤＧＥ”の基本方針と数値目標　

 当社グループは、平成18年度～平成20年度を対象とした中期経営計画「プラン“ＢＥＧＩＮ”」に沿って、「新

たな成長の基盤を確立する」という基本方針を掲げ、基盤事業において確実に利益を上げるとともに、重点ター

ゲット分野には積極的に経営資源を投下することで、事業の成長・拡大を図ってまいりました。その結果、計画期間

中において目標値であった経常利益200億円を達成することができました。しかしながら、新たな成長の基盤を確立

するには至らず、平成20年度は経営環境の急激な悪化を受け、大きく業績が落ち込みました。

「プラン“ＢＲＩＤＧＥ”」においては、基本方針を「高収益企業として復活を果たし、真のグローバル企業へ

の変革を遂げる」とし、「プラン“ＢＲＩＤＧＥ”」を経た後には、インフラ分野に関連する材料、部品、機器を柱

とした高収益な事業の集合体となるよう、当社グループを変革することを最重要課題としてまいります。そのため、

事業別の利益率管理を行うなど、利益率重視の経営を行い全事業単位とも経常利益率５％以上とすること、及び、高

い経済成長が期待される海外における売上高比率を40％以上とすることを将来目標とし、「プラン“ＢＲＩＤＧＥ

”」をその達成に向けた架け橋と位置づけております。　

なお、「プラン“ＢＲＩＤＧＥ”」期間中における数値目標は以下のとおりです。

　  平成21年度(実績)  平成24年度(目標) 

売　　上　　高 3,725億円 5,000億円

経　常　利　益 △49億円 250億円

売上高経常利益率 △1.3％ ５％

海外売上高比率 25％ 38％

　

② 事業戦略

 Ａ．重点ターゲット分野の見直し

  　海外を中心としたインフラ需要の高まりに対応するとともに、当社グループが強みを持つ「電線・ケーブル」

「情報システム」の強化・拡大を軸に、注力方針を製品単位で見直した結果、新たな重点ターゲット分野を「電

力インフラ・次世代エネルギー」「産業インフラ」「情報通信インフラ」と定めました。電力インフラ・次世

代エネルギー分野では、重電分野製品、太陽光発電関連製品、超電導事業等を、産業インフラ分野では、鉄道車両

・信号用電線、産業・工作機械向け製品、医療用プローブケーブル、次世代自動車用製品等を、情報通信インフラ

分野では、情報ネットワーク機器、アンテナ・高周波同軸ケーブル、光海底ケーブル等を注力製品群とし経営資

源を積極的に投入してまいります。

　　一方、エレクトロニクス、半導体、自動車関連分野では、当社グループに優位性のある特長製品を見極め伸長を図

るとともに、収益力向上施策を実行し、事業構造改革を推進してまいります。

　　さらに、全事業分野において環境関連ニーズへの対応を強化してまいります。　　　

 Ｂ．海外事業の抜本的強化

    コスト構造の抜本的改善を図るため、特に、電子機器用電線、自動車用部品、リードフレーム、化合物半導体と

いった事業において、グローバルで部材調達、製造、物流等を含めた事業遂行体制の最適化を図るとともに、複数

の有力製品を製造する拠点（製造コア拠点）の創設を検討してまいります。

　　また、インフラ分野製品の積極的な拡販により需要の高まりを確実に捉えるとともに、アライアンス戦略を強化

し販路の拡大を図ってまいります。

　　　　　　

③ 研究開発、設備投資、ものづくりの強化、人材育成の強化

 Ａ．研究開発

　  成長の源泉となる他社に抜きん出た高付加価値製品を創出すべく、要素技術を育成するとともに、重点ターゲッ

ト分野を中心に市場を先取りした製品を早期に製品化・事業化するほか、知的財産戦略を強化するなど、研究開

発の強化に取り組みます。研究開発費は、売上高の2.5％前後を維持してまいります。
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 Ｂ．設備投資

　　設備投資額は年間200億円程度とし、減価償却費並みとします。また、従来は、エレクトロニクスや自動車に関連

する製品が多く含まれる高機能材料事業において重点的に設備投資を行ってまいりましたが、重点ターゲット

分野の見直しに伴い、今後は電線・ケーブル事業や情報通信ネットワーク事業において、積極的に設備投資を実

施します。　　

 Ｃ．ものづくりの強化

　　これまで取り組んできた日立電線同期生産方式をものづくりの強化の軸に据え、国内でのさらなる深化及び定

着に努めるとともに、海外グループ会社においても本格的に展開してまいります。

 Ｄ．人材育成の強化

　　ＯＪＴでの人材育成を強化するとともに、海外事業の拡大のため、ナショナルスタッフの育成強化・登用を図っ

てまいります。

　　　

 ④ 法令遵守とＣＳＲ（企業の社会的責任）経営

 当社グループでは、「企業ビジョン」に基づく「行動規範」において、「基本と正道」を歩むこと、すなわち、国

際社会の一員として社会と調和した誠実な事業活動を行うことをうたっています。そして、この規範に則り、法令及

び企業倫理を遵守することはもとより、環境保全、品質・安全の確保、人材の多様化、人権の尊重、情報セキュリティ

の強化などに邁進してまいります。また、これらの事業活動の公正性と透明性を向上させるために、内部統制システ

ムの整備を経営の重要課題として積極的に推進するとともに、社会貢献活動にも継続的に取り組んでまいります。　

　

 

(2)当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行

規則第118条第３号に掲げる事項）は、次のとおりであります。

　

　当社は、株式の上場を通じて、将来の成長のために必要な資本の調達に備えるとともに、投資家・株式市場から日々

評価を受け、より緊張感のある経営を実践していくことが、当社及び当社グループの企業価値の向上に大きく寄与す

ると考えております。

　また、当社は、経営の独立性を保ちながら、親会社である株式会社日立製作所の日立グループ経営に積極的に参画

し、日立グループの研究開発力やブランドその他の経営資源を最大限に有効活用することが、株式の上場と同じく、

当社及び当社グループの企業価値の一層の向上に資すると考えております。

　当社では、上記基本方針の下、ガバナンスの体制構築や経営計画の策定その他の対処すべき諸課題に取り組み、親会

社のみならず広く株主共同の利益の最大化に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】
当社グループは、さまざまな製品及びサービスを、多種多様な国内外の市場に供給しております。また、事業を遂行

するために高度で専門的な技術を利用しております。そのため、当社グループの事業活動は、種々の要因の影響を受け

る可能性があり、その主要なものは次のとおりであります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度

末現在において当社グループが判断したものであります。 

　

(1)市場の需要動向、政治経済情勢の変動

　当社グループの事業は、社会・産業インフラ関連、エネルギー関連、情報通信システム関連、自動車関連、産業・民

生機器等のエレクトロニクス関連、建設業界その他の各分野の市場における需要動向の変動によって大きく影響

を受ける可能性があります。また、日本をはじめ、中国、アジア、北中米、欧州等の政治経済情勢も、当社グループの

経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)原材料等の価格変動及び調達 

　当社グループの製品の主要原材料である銅の価格は、国際商品市況に大きく影響されております。当社グループ

は、銅価変動の製品販売価格への転嫁を進めることにより影響の軽減を図っておりますが、銅価上昇と製品販売価

格改定にはタイムラグが生じることがあり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、銅

価が急激に下がった場合は、棚卸資産の評価差損等が生じて、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　銅以外の原材料（例えば、石油化学製品等）の価格が急激に上昇したときは、製品販売価格への転嫁に努めます

が、それが円滑に進められない事態が想定され、その場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　さらに、希少金属材料については、供給者や産地が限定されていることから、その供給能力等によっては必要量の

調達が困難となる事態が発生する可能性があります。

　

(3)為替相場の変動

　当社グループは、為替相場の短期的な変動による業績への影響を軽減させるため、通貨ヘッジ取引等を行ってお

りますが、それらにより為替リスクを完全に排除することは困難であります。そのため、為替相場の変動は当社グ

ループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、海外における売上げ、費用及び資産等の現地通貨建て

の項目は、連結財務諸表作成のために円貨に換算しております。換算時の為替相場により、これらの項目の円貨換

算後の価値が影響を受ける可能性があり、為替相場の変動は当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(4)事業再編等の実行

　当社グループにおける事業の再編、撤退、資産の整理、事業構造改善施策の推進等によって、当社グループの財政

状態及び経営成績に影響を及ぼす費用が生じる可能性があります。

　

(5)製品事故、品質問題

　当社グループでは、製品及びサービスに対して厳格な品質管理を実施しておりますが、万一、重大な製品事故や品

質クレームが発生すると、損害賠償や回収費用の発生など、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

　

(6)新製品開発 

　当社グループの関わる事業分野では、技術の進歩が著しく、顧客にとってより魅力のある新製品をタイムリーに

市場に投入することが重要であります。しかし、一般に、新製品の開発と事業化の関係には、不確実性の要因を含む

ため、新製品開発に相当の費用と時間を費やしても、新製品の事業化が常に成功する保証はなく、万一、成功しない

場合には、当社グループの将来の成長と収益性を低下させ、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

　

(7)法令及び公的規制

　当社グループは、日本国内及び事業を展開する各国及び各地域において、事業・投資の許可、通商、貿易、公正競

争、環境・リサイクル、その他多様な法令及び公的規制を受けています。当社グループは内部統制を整備し、これら

の規制の順守に努めていますが、万一、これらの規制が順守できていないと判断された場合、あるいはこのような

規制が急激かつ極端に厳格化された場合、あるいは法制度に大きな変更があった場合は、投資機会の逸失、製造・

販売の中止、各種コスト負担の増加等を引き起こし、あるいは罰則や行政処分を受けることにより、当社グループ

の事業遂行、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、㈱ジェイ・パワーシステムズ(注１)は、国内の電力会社が発注する高圧電力ケーブルについてカルテルが認

定され、平成22年１月27日に公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けました。今後、当該行為

に起因する損害賠償を求める民事訴訟等が同社に対して提起される可能性があります。また、海外の高圧電力ケー
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ブルの取引に関するカルテルの疑いで、平成21年1月にＥＵ及び米国等の競争当局が当社と同社に対する調査を開

始しております。今後、調査の結果違法行為が認定された場合、課徴金が当社または同社に対して課される可能性

があります。　また、当社及び㈱アドバンスト・ケーブル・システムズ(注２、以下「ＡＣＳ」という。)は、電気通信

事業者向け光ファイバケーブル等の取引に関するカルテルの疑いで、平成21年6月に公正取引委員会の立入検査を

受けましたが、最終的に両社とも行政処分の対象にはなりませんでした。しかしながら、両社とも過去の取引に関

して違法行為があったとの認定がなされており、今後、当該行為に起因する損害賠償を求める民事訴訟等が当社ま

たはＡＣＳに対して提起される可能性があります。さらに、住電日立ケーブル㈱（注３）は、平成21年12月17日及

び18日、建設・電販向け電線・ケーブルの取引に関するカルテルの疑いで、公正取引委員会の立入検査を受けまし

た。今後、調査の結果違法行為が認定された場合、課徴金が同社に対して課される可能性があります。

（注）１　当社と住友電気工業㈱との折半出資会社で、平成13年に設立。

　　　２　当社と米国コーニングケーブルシステムズ社との折半出資会社で、平成14年に設立。 

　　　　３　当社、住友電気工業㈱、タツタ電線㈱及び東日京三電線㈱との共同出資会社で、

平成14年に設立。 

　

(8)知的財産権 

　当社グループは、製品及び製造過程等に関する知的財産権を利用しており、多数の知的財産権を保有するととも

にライセンスを供与しており、必要または有効と認める場合には第三者の知的財産権を使用するために相手方か

らライセンスを取得しております。それらの権利の保護、維持または取得が予定どおり行われなかった場合は、当

社グループの事業遂行や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、知的財産権に関する訴訟において当社

グループが当事者となった場合は、費用が発生し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(9)情報セキュリティ 

　当社グループは、ネットワークインフラをグループ間で共有のうえ活用しており、ファイヤウォールの整備やコ

ンピュータウィルス対策ソフトウェアの導入、データ及びシステムのバックアップ、教育啓発の実施など、ハード

・ソフト両面において情報セキュリティ上のリスク対策を実施しております。しかし、新種コンピュータウィルス

あるいは天災地変等、予期せぬ事態により情報の消失・外部流出、システム障害等が起きた場合、システムの一時

停止や復旧対策等による費用が発生し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループは事業遂行に関連して、当社グループまたは顧客等についての個人情報、技術・営業・その他

事業に関する営業秘密を保有しております。当社グループでは、これらの情報の適切な保護及び管理に努めており

ますが、システム障害、人為的な原因、その他の原因でこれらの情報が流出した場合、当社グループに対する信頼並

びに当社グループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(10)大規模災害・感染症災害 

　当社グループの国内生産拠点の多くは、大地震の発生確率が比較的小さいとされる茨城県に立地しております。

しかし、万一、想定外の大地震や広域大規模災害が発生すると、生産活動等に支障が生じる恐れがあり、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

　また、新型インフルエンザのような感染症災害がパンデミック（世界的流行）を迎えると、事業活動の停止や経

済状況の混乱等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(11)退職給付債務

　当社グループは、数理計算によって算出される多額の退職給付費用及び債務を負担しております。この評価には、

死亡率、脱退率、退職率、給与の変更、割引率、年金資産の期待収益率等の年金資産を見積る上で重要な前提条件が

含まれております。当社グループは、人員の状況、現在の市況及び将来の金利動向等多くの要素を考慮に入れて、主

要な前提条件を見積る必要があります。主要な前提条件の見積りは、基礎となる要素に基づき合理的であると考え

ておりますが、実際の結果と合致する保証はありません。割引率の低下は、数理上の退職給付債務の増加をもたら

します。退職給付債務の増減は、従業員の勤務期間にわたって償却される数理上の差異の額に影響いたします。主

要な前提条件の変化は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(12)親会社との関係

　当社の親会社である㈱日立製作所（当連結会計年度末現在、当社の発行済株式総数及び議決権総数のそれぞれ

51.4％、53.1％（間接被所有割合（0.1％）を含む。）は、傘下に多数の関係会社を擁し、情報・通信システム、電力シ

ステム、社会・産業システム、建設機械、高機能材料、オートモティブシステム、コンポーネント・デバイス、デジタ

ルメディア・民生機器、金融サービス、その他の11部門にわたって、製品の製造及び販売・サービスに至る幅広い

事業活動を展開しております。当社は、高機能材料部門の一部を担っております。また、本有価証券報告書提出日現

在、当社取締役８名のうち２名は同社の役員を兼任しており、同社とは製品の供給等の取引関係があります。当社

は、経営の独立性を保ちながら、同社の日立グループ経営に積極的に参画し、日立グループの研究開発力やブラン

ドその他の経営資源を当社グループ内で最大限に有効活用していくことを基本方針としておりますが、当社グ

ループの事業展開等は、同社の経営戦略等の影響を受ける可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】
(1）技術導入契約
契約会社名 相手方の名称 国　名 契約品目 契約内容 期　　間

日立電線㈱

（当社） 
Tessera Inc. アメリカ

超小型ＩＣパッ

ケージ及びテープ

特許実施権の導入

技術情報の導入

平成９年３月18日から

平成24年３月17日まで

同上 ACCESS CO., LTD. 日本
スイッチングハブ

用ソフトウェア

ソフトウェア使

用、配布権の許諾

平成14年12月26日から

当社が解除するまで

  

(2）相互技術援助契約
契約会社名 相手方の名称 国　名 契約品目 契約内容 期　　間

日立電線㈱

（当社）
新光電気工業㈱ 日本

半導体用電子部品

（化合物半導体及

び光部品関連製品

を除く。）

特許・実用新案実

施権の相互許諾

平成９年10月１日から

契約対象特許等の終了

日まで

同上 古河電気工業㈱ 同上

光ファイバ心線、

光ファイバケーブ

ル

特許・実用新案・

意匠実施権の相互

許諾

平成17年3月24日から

契約対象特許等の終了

日まで

 

(3）その他の重要な契約
契約会社名 相手方の名称 国　名 契約内容

日立電線㈱

（当社）
㈱日立製作所 日本

日立社標の使用許諾

期間：平成12年４月１日から契約終了日まで

同上 同上 同上

当社が、㈱日立製作所より、日立グループにおけ

る先端・基盤技術の研究の成果や、事業運営上

の様々な役務の提供を受ける。

期間：平成16年４月１日から契約終了日まで
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６【研究開発活動】

　当社グループは、エネルギーや情報を「伝える」というコア技術をベースに、顧客のニーズに的確に応えていくための

研究開発に注力しております。研究開発体制は、技術本部（技術研究所）と、事業本部の開発部門で構成しており、両部

門が連携して国内外の市場・技術動向の把握や研究開発スタッフの育成に努めながら、時代に先駆けたスピーディな技

術・製品の開発を進めております。

　また、㈱日立製作所をはじめとする日立グループの研究開発機関と密接な連携・協力関係を保つとともに、必要に応じ

顧客及び政府の研究開発機関とも共同研究を推進する等により、先進技術の研究開発を効果的に進めております。 

　当連結会計年度における当社グループの事業の種類別セグメント毎の研究開発項目及びその成果は、次のとおりであ

ります。なお、当連結会計年度の研究開発費は、96億12百万円であります。 

　

（１）電線・ケーブル事業 

　当セグメントにおいては、産業用電線・ケーブルや、電子機器に関連する伝送、接続技術の研究開発に取り組ん　でお

ります。 なお、当セグメントに係る研究開発費は、14億４百万円であります。 

　

当連結会計年度の主な成果は、次のとおりであります。

①「鉄道車両用ハロゲンフリー電線『POLYENEX』の開発」

近年、鉄道輸送は、輸送量に対するエネルギー消費量とCO2排出量が少なく、地球環境負荷低減につながることから

注目されております。特に欧州やアジアを中心とする海外市場では、活発に鉄道網の整備が進んでおり、これを受け、

海外における鉄道車両および部材への需要も高まっております。これまで、海外での鉄道車両および部材は、各国独自

の規格対応が求められておりましたが、EUでは産業水準の統一を図るために、地域統一規格としてEN規格が検討さ

れ、現在、鉄道分野に対しても適用が始まっております。また、EN規格は世界的にも認知度が高く、EU地域をはじめと

する海外市場における鉄道車両および部材は、EN規格への対応が求められるようになっております。そこで当社は、国

内メーカーでは先行して、EN規格に対応した鉄道車両用ハロゲンフリー電線「POLYENEX」を開発しました。EN規

格で要求される高難燃性やケーブル燃焼時の低発煙性・低毒性などの高い火災安全性に対応しております。

②「原子力発電所用高難燃耐放射線ケーブルの開発」

低炭素社会の実現に向け、国内外共に原子力発電所の新設が計画されてきております。米国では垂直トレイ燃焼試

験条件が従来より過酷になると共に、国内でも規格・評価方法の変更の動きがあり、これらに対応するために、新難燃

性規格に適合する評価設備を新設し、新条件に耐える各種耐放射線性ケーブルの開発を行いました。

③「転位電線の技術開発及び製造能力増強」

　転位電線は高電圧・大容量の大型変圧器に使用した際に、コイル巻工数の低減や、変圧器の特性・信頼性の向上を図

ることができます。転位電線が使用される大型変圧器は変電所や大規模工場等で使用され，電力需要が大幅に増大し

た1960年代～80年代に設置されたものが数多くあり、今後、更新時期を迎えることから，需要の伸びが期待できます。

こういった需要拡大に対応するために、当社グループでは、変圧器の大容量化に備えて、導体撚り本数の多本数化や撚

り形状の最適化による仕上がり寸法の圧縮、生産効率の向上等の技術を高め、製造設備を増強いたしました。これによ

り、導体サイズ、よりあわせ本数、転位のピッチといった転位電線に求められる仕様について、従来以上に様々なご要

望に対応できるようになります。さらに、品質面でも転位後の形状安定といった点が向上できる見込みです。

④「高速信号伝送ＦＦＣ　ＺＸ２シリーズの開発」

電子機器に関連する分野においては、近年、テレビをはじめとした薄型ディスプレイの高解像度化や、高解像の映像

再生を可能とするBlu-rayなどの普及により、高精細な映像信号処理を必要とするデジタル機器が増加してきておりま

す。これに伴い機器内における信号伝送も高速化しており、使用される配線材に対しても高速信号伝送への対応と機

器の組み立て時に取り付け性を容易にする優れた可とう性が要求されております。そこで当社では製品群の1つであ

るフレキシブルフラットケーブル(FFC)において、従来品(当社呼称：ZX1シリーズ)に更なる改良を加え、高速信号伝

送対応特性を従来品同等でありながら取り付け性を容易にするため、最大で15%の薄型化を行ったFFC(当社呼称：

ZX2シリーズ)を開発いたしました。

（注）１．POLYENEXは、日立電線株式会社の登録商標であります。　

２．Blu-rayは、Blu-ray Disc Associationによる登録商標であります。

　

   

（２）情報通信ネットワーク事業 

　当セグメントにおいては、光ファイバケーブルをはじめ、情報通信に関するケーブル、センサや、インターネッ  トや

携帯電話のシステム構築に必要な各種デバイス、コンポーネント、さらにはネットワーク機器及び携帯電話基  地局

アンテナ等の研究開発を行っております。なお、当セグメントに係る研究開発費は、49億26百万円でありま　す。 

　当連結会計年度の主な成果は、次のとおりであります。

①「ボックス型10G多ポートイーサネットスイッチ(Apresia13000-X24-PSRとApresia13100-48X)の製品化」

　通信トラヒックの大容量化に伴い、広帯域の10Gbpsに対応した安価な製品を求めるニーズに対応する為、1Gbps並み

の価格で10Gbpsネットワーク構築を可能にするApresia13000-X24-PSRとApresia13100-48Xを製品化いたしました。
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　Apresia13000-X24-PSRは、小型・低消費電力な大容量10Gbps多ポート(24ポート)のレイヤー2及びレイヤー3対応の、

企業向け幹線(コア)ネットワークや、データセンタのサーバ収容用途として幅広く活用できるモデルであります。

　Apresia13100-48Xは、レイヤー2及びレイヤー3双方に対応できる1Gbpsと10Gbpsの多ポート（1Gbpsが48ポート、

10Gbpsが4ポート）化と、電源二重化機構も備えた高機能製品で、企業向けの広帯域な幹線(コア)ネットワークに幅広

く活用できるモデルであります。

②「XGMC-2016用10G-DWDM(高密度波長分割多重方式)カードの開発」

　キャリアのサービス網や企業の自営網の市場において、光ファイバ1芯当りの伝送容量増大のニーズに対応する為、

これまでに製品化したイーサネット光伝送装置(XGMC-2016)に新しく40チャネルの波長を選択可能なDWDM(高密度

波長分割多重方式)モジュールカードを製品化いたしました。これにより、波長多重ユニットと組合わせる事でより大

容量の情報を送受信する事が可能となりました。

③「スペクトル判定型光ファイバフェンスセンサの開発」

　近年、空港、港湾、発電所などでは、敷地境界のフェンスに侵入検知センサを設置し、監視カメラを連動させた機械警

備が一般的に用いられております。特に振動センサをフェンスに固定するタイプの侵入検知センサは、容易に設置で

きることから、多くの施設に用いられております。しかし、これまでの振動センサは、強風下においては人為的なもの

と自然現象の判別が難しく、誤報を低減できる高精度な判別機能を持った振動センサが求められておりました。

　当社では、偏波面保存光ファイバを用いた振動センサに侵入者判定機能を搭載した光ファイバフェンスセンサを手

がけており、このたび、人為的振動と風などの自然現象による振動を高精度に判別できるスペクトル判定型光ファイ

バフェンスセンサを開発いたしました。これは、誤報の発生を低減するために、フェンスに伝わる振動を計測時間と周

波数で解析するスペクトル判定処理を導入したもので、実証試験では、風速15メートル以上の強風環境下において、誤

報がほとんど発生しないことを確認しております。

（注）１．イーサネットは、富士ゼロックス株式会社の登録商標であります。

２．Apresiaは、日立電線株式会社の登録商標であります。

３．PSRは、Power Supply Redundantの略語であります。

４．XGMCは、日立電線株式会社の登録商標であります。　

　

 

 (３）高機能材料事業 

　当セグメントにおける研究開発活動は、主として次の３つの分野に大別されます。なお、当セグメントに係る研究開

発費は、32億82百万円であります。 

 

   Ａ 半導体パッケージ材料・電子部品分野 

　当分野においては、携帯電話機等の情報機器の小型高機能化、ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）の高精細化に対応したＴ

ＡＢテープ及び配線基板、ガリウムひ素等の化合物半導体（単結晶ウェハ、エピタキシャルウェハ及び半導体素子）

並びにその応用製品、さらにはこれらの関連製品までの研究開発を行っております。当連結会計年度の主な成果は、次

のとおりです。

ａ　化合物半導体材料分野

①「赤色パワーＬＥＤの製品化」

　ＭＲ（金属反射鏡：Ｍｅｔａｌ　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ）構造の高発光効率赤色ＬＥＤを進展させ、今回は500mAの大

電流駆動が可能なＬＥＤを開発いたしました。このＬＥＤは、１個のＬＥＤ素子で従来に比べ20倍の強度の赤色光を

取り出すことができます。これまでランプとして用いるためには、明るさをかせぐためＬＥＤを多数並べて使用して

いましたが、１個で十分な輝度を得ることができるため実装コストを大幅に低減できることが期待できます。

ｂ　半導体パッケージ材料分野

①「μBGAテープのマトリックスタイプμBGA（Mx μBGA)の広幅量産化」

　μBGAテープは、高速伝送における高い信頼性を有しており、メモリー用として使用されています。今回開発したMx 

μBGAは、マトリクス状に製品を配置することで高密度化を実現し、また、158mm幅広ラインの量産化によりスルー

プットの大幅UPを可能としました。これにより、μBGAの高品質、高機能を維持したままで、大幅なコスト削減を可能

にしました。

（注）μBGAは、米国Tessera社の登録商標であります。

②「厚銅基板微細配線形成技術の開発」

　半導体パッケージの小型化、高密度化、高信頼化、高速化を実現するために、今回、サブトラクティブ法での銅箔エッ

チング技術の改良により、サイドエッチングを抑止しながら銅箔を微細配線に加工する量産技術を開発いたしまし

た。これにより、プリンタ用印字ユニット配線、DRAM用BGAパッケージ基板配線等において、銅箔厚さ１８～３５µ

mのCCL材に、４０～６０µmピッチの微細配線をサイドエッチングを抑止して形成することができるようになりま

した。

　

Ｂ 伸銅品分野 
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　当分野においては、電子部品材料に使用される銅条及び熱交換機器用伝熱管や、銅加工品の開発をはじめ、超電導線

材及び超電導導体等の研究開発に取り組んでおります。当連結会計年度の主な成果としては、「高耐熱合金箔の開

発」 があります。Liイオン電池に高耐熱合金箔を用いることにより、現在開発が進んでいるより高容量の次世代合金

負極を用いたLiイオン電池のサイクル特性向上や、車載Liイオン電池への銅箔の薄肉化が実現でき、さらなる軽量化と

高容量化が期待できます。

　 

   Ｃ 自動車用部品分野 

　当分野においては、ブレーキホース、パワーステアリングホース等の自動車用ホースや電装部品、情報機器用部品等

の研究開発を行っております。

　

　

（４）全社（共通）

　当社では、製品・サービスを通じて環境と調和した持続可能な社会を実現するために、製品の全ライフサイクルにお

ける環境負荷低減をめざしたモノづくりを推進し、環境保全に努めております。

  当連結会計年度の主な成果としては、「空調用大型冷凍機の温度保障型、寄せ止め制御の開発」があります。これは、

半導体製造用クリーンルームなどの熱発生部分に冷水を循環させて冷却するシステムにおいて、その電力消費効率を

向上させるべく、自社の工場において設計し施工、実証を進めてまいりました。前連結会計年度の当社高砂工場に続

き、当連結会計年度は連結子会社の日立電線フィルムデバイス㈱のクリーンルーム工場においても大きな成果を出

し、国の省エネルギー事例発表大会で、関東経済産業局長賞を２年連続受賞することができました。近年、産業用省エ

ネルギー技術を新たには見出し難くなっている環境下、大きな省エネルギー性能を発揮する制御盤システムとして、

今後の産業分野への実用拡大化を検討してまいります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、重要となる事項としては、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　

（1）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。

 

(2）当該連結会計年度の財政状態の分析

　当連結会計年度における当社グループの財政状態として、連結貸借対照表における資産、負債、純資産それぞれの

増減の主な要因を分析すると、次のとおりであります。なお、キャッシュ・フローの分析は、「第２　事業の状況　１ 

業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。 

 

　　　①　資産 

　当連結会計年度末における当社グループの総資産合計は、2,890億16百万円となり、前連結会計年度末に比べて

100億58百万円増加しております。このうち、流動資産については1,484億91百万円となり、前連結会計年度末に比

べて178億21百万円増加しております。これは、主に受取手形及び売掛金が142億４百万円増加したことによるも

のであります。また、固定資産については1,405億25百万円となり、前連結会計年度末に比べて77億63百万円減少

しております。これは、主に投資有価証券が49億44百万円増加したことに対して、建物及び構築物が28億29百万

円、機械、運搬具及び工具器具備品が43億73百万円、建設仮勘定が27億56百万円、前払年金費用が20億26百万円減

少したことによるものであります。

 

　　　②　負債 

　当連結会計年度末における当社グループの負債合計は、1,657億83百万円となり、前連結会計年度末に比べて196

億78百万円増加しております。これは、主に支払手形及び買掛金が183億63百万円増加したことによるものであり

ます。

 

　　　③　純資産 

　当連結会計年度末における当社グループの純資産合計は、1,232億33百万円となり、前連結会計年度末に比べて

96億20百万円減少しております。これは、主にその他有価証券評価差額金が８億29百万円、為替換算調整勘定が11

億54百万円増加したことに対して、利益剰余金が114億58百万円減少したことによるものであります。

 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度の当社グループの経営成績の分析は、「1. 業績等の概要」に記載のとおりでありますが、経営成績

に重要な影響を与えた主な変動要因は、次のとおりであります。

 

　　　　減損損失（特別損失）の計上 

　　　　銅管事業等の固定資産について、16億94百万円を減損損失（特別損失）に計上しております。

 

　　　　投資有価証券売却損（特別損失）の計上

　　　　関連会社株式売却等により、12億４百万円を投資有価証券売却損（特別損失）に計上しております。 

 

(4）次連結会計年度の見通し

  当面の世界経済は、各国の景気刺激施策の効果や在庫復元のための増産効果が減衰していくことから、これまで新興

国を中心に拡大してきた成長が一時的に減速する可能性がありますが、総じて回復を続けていくと見られます。また、

国内経済も、雇用・所得環境の悪化に伴う個人消費の冷え込み、資源・原材料高、円高進行などが懸念されるものの、

世界経済の改善に支えられ緩やかながらも回復していくものと期待されます。

  このような経営環境の中にあって当社グループでは、新中期経営計画「プラン“BRIDGE”」の下、重点ターゲット

分野である「電力インフラ・次世代エネルギー」「産業インフラ」「情報通信インフラ」の３分野において経営リ

ソースの投入を強化するとともに、「エレクトロニクス・半導体・自動車関連」分野においては、優位性のある特長

製品を見極め選択と集中を実行することで、「高収益企業として復活を果たし、真のグローバル企業への変革を遂げ

る」ことをめざしてまいります（新中期経営計画「プラン“BRIDGE”」については、「３ 対処すべき課題」の「(1)

対処すべき課題」をご参照下さい。）。

 （なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。）　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 　当社グループ（当社及び連結子会社）では、成長分野の製品に重点を置き、生産設備の拡充、併せて省力化・合理化

のための設備投資を行っております。当連結会計年度の設備投資金額（有形固定資産及び無形固定資産）は、全体で

13,862百万円であります。

　電線・ケーブル事業におきましては、絶縁線・産業用ケーブルの生産設備の合理化・拡充を重点に、5,603百万円の設

備投資を行いました。

　情報通信ネットワーク事業におきましては、情報ネットワーク機器用のソフトウェア及び評価・検査装置を中心に、

2,362百万円の設備投資を行いました。

　高機能材料事業におきましては、半導体パッケージ材料生産設備及び伸銅品生産設備の拡充を中心に、5,815百万円の

設備投資を行いました。

      なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備（有形固定資産及び無形固定資産）は、以下のとおりで

あります。

 

(1)提出会社 （平成22年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び工具器具
備品

土地
（面積千㎡）

その他 合計

電線工場

(茨城県日立市)
高機能材料事業

電子部品・材料製

造設備

ゴム製品製造設備

3,304 3,303

 

 

946

(102)

[58]

461 8,014 653

日高工場

(高砂工場、みなと

工場を含む)

(茨城県日立市)

電線・ケーブル事業

情報通信ネットワー

ク事業

高機能材料事業

電線・ケーブル製

造設備

化合物半導体製造

設備

機器他の製造設備

14,926 6,985

 

 

4,919

(961)

[201]

6,927 33,757 1,987

豊浦工場

(茨城県日立市)
電線・ケーブル事業

電線・ケーブル製

造設備

機器他の製造設備

1,769 538

 

 

511

(441)

[0]

17 2,835 87

土浦工場

(茨城県土浦市)
高機能材料事業 伸銅品製造設備 3,576 9,256

 

 

358 

(512) 

[22] 

1,952 15,142 735

 

(2)国内子会社 （平成22年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物

機械装置及
び工具器具
備品

土地
（面積千㎡）

その他 合計

日立電線フィ

ルムデバイス

㈱

本社

(山梨県

 中央市)

高機能材料事業

電子部品材料

製造設備

 

4,589 872 －

 [63]

 

9 5,470 360
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(3)在外子会社 （平成22年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物

機械装置及
び工具器具
備品

土地
（面積千㎡）

その他 合計

日立電線（蘇

州）有限公司

本社・工場

（中国）
電線・ケーブル事業

電子機器用電

線、配線部品の

製造設備他

546 3,620 －

[100] 

 

160 4,3262,420

　

（注）  １　帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、建設仮勘定及び無形固定資産の合計であり、金額には消費税等を

含んでおりません。

　      ２　提出会社の土地・建物には、貸与中の土地1,656百万円(829千㎡)、建物3,393百万円を含んでおり、㈱ジェイ・パ

ワーシステムズ（関連会社）他に貸与しております。

        ３　土地及び建物の一部を賃借しております。賃借している土地の面積については［   ］で外書きしております。

４　リース契約による重要な設備はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、重要な設備（有形固定資産及び無形固定資産）の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,097,012,000

計 1,097,012,000

 

②【発行済株式】

種　　類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　容

普通株式 374,018,174 374,018,174

株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

株式会社大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株 

計 374,018,174 374,018,174 ― ―

 (注)　「提出日現在発行数」欄には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）

（イ）　2002年ストックオプション（株主総会特別決議日：平成14年６月27日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 281 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 281,000（注１）  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 587（注２） 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日から

平成24年６月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：　587

資本組入額：　294
同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで

きない。（注３）
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、そ

の他の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
― ―

　（注）１　新株予約権の発行日（以下「予約権発行日」という。）以降、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、各

新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は、分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整され、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、当該端数は切り捨てられるものとします。

この調整に伴い、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後の付与株式数に当該時点で行使又は消却され

ていない新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとします。

また、予約権発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割等、付与株式数の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件等を勘案の上、当社は合理的な範囲で付与

株式数を調整するものとし、この調整に伴い、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後の付与株式数に当

該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとします。

２　各新株予約権の行使時に払込みをすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当た

りの払込金額又は処分金額（以下「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とします。

なお、予約権発行日以降、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、払込価額は、分割又は併合の比率の

逆数を乗じて比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

また、予約権発行日以降、当社が普通株式の時価を下回る価額で普通株式を新たに発行又は自己株式を処分

する場合（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める転換社債の転換の場合並びに旧商法第280条ノ19の
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規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げます。
 
 

既発行普通株式数＋
新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新規発行前の普通株式の株価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 
なお、上記算式において「既発行普通株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の

総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「新規発行前の普通株式の株価」を「処分

前の普通株式の株価」に、それぞれ読み替えるものとします。

さらに、予約権発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割等、払込価額の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件等を勘案の上、当社は合理的な範囲で払込

価額を調整するものとします。

３　新株予約権の割当対象者（以下「新株予約権者」という。）に対する新株予約権の割当に際して、以下の要領

の「新株予約権割当契約」を当社と各新株予約権者との間で締結しております。

(1）新株予約権者は、当社の取締役又は従業員の地位を失った後も、権利を行使することができます。但し、新株

予約権割当契約に定める条件によります。

(2）新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、新株予約権を行使することができません。この場合、当該新株

予約権は、無償で当社に返還されるものとします。

(3）上記のほか、各新株予約権者から当社への新株予約権返還事由、新株予約権の行使の制限その他の事項につ

いては、新株予約権割当契約に定めるものとします。 
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（ロ）　2005年ストックオプション（株主総会特別決議日：平成17年６月29日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 167 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  16 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 167,000(注１）  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 498（注２） 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から

平成22年６月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：　498

資本組入額：　249
同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで

きない。（注３）
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、そ

の他の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
― ― 

　（注）１　（イ　2002年ストックオプションに同じ）

　　　　２　各新株予約権の行使時に払込みをすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの

払込金額又は処分金額（以下「払込価額」という。）に各新株予約権の目的たる株式数（以下「付与株 

式数」という。）を乗じた金額とします。

なお、予約権発行日以降、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、払込価額は、分割又は併合の比率の

逆数を乗じて比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

また、予約権発行日以降、当社が普通株式の時価を下回る価額で普通株式を新たに発行又は自己株式を処分

する場合（新株予約権の行使の場合及び旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合及び単

元未満株式の買増しの場合を除きます。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げます。

 
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新規発行前の普通株式の株価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

なお、上記算式において「既発行普通株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の

総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「新規発行前の普通株式の株価」を「処分

前の普通株式の株価」に、それぞれ読み替えるものとします。

さらに、予約権発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割等、払込価額の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件等を勘案の上、当社は合理的な範囲で払込

価額を調整するものとします。

　　　　３　新株予約権の割当対象者（以下「新株予約権者」という。）に対する新株予約権の割当に際して、以下の要領の

「新株予約権割当契約」を当社と各新株予約権者との間で締結しております。

(1）新株予約権者は、権利行使時まで継続して、当社と委任関係を保持している限り、又は、当社に雇用されてい

る限り（任期満了、辞任、定年又は辞職により、委任関係を失い、又は、雇用されなくなった場合は、その後

２年間に限り権利行使期間内で）、権利を行使することができます。但し、新株予約権割当契約に定める条

件によります。

(2）新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、新株予約権を行使することができません。この場合、当該新株

予約権は、無償で当社に返還されるものとします。

(3）上記のほか、各新株予約権者から当社への新株予約権返還事由、新株予約権の行使の制限その他の事項につ

いては、新株予約権割当契約に定めるものとします。
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　②　「商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）」による改正前の商法第280条ノ19の規定に基づく新

株引受権（ストックオプション）

（イ）　2000年ストックオプション（株主総会特別決議日：平成12年６月29日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 203,000(注１） 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,628（注２） 同左

新株予約権の行使期間
平成14年７月１日から

平成22年６月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：1,628（注２）

資本組入額：　814
同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ

の他の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
― ― 

　（注）１　権利付与日以降、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、権利未行使の新株引受権の目的たる株式の

　　　　　　数は、分割又は併合の比率に応じて比例的に調整されます。また、権利付与日以降、当社が他社と吸収合併

　　　　　　若しくは新設合併を行う場合、権利未行使の新株引受権の目的たる株式の数について、当社は、必要と認め

　　　　　　る調整を行います。

２　権利付与日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、払込金額及び発行価格（以下「発行価

額」という。）について当社は、必要と認める調整を行います。また、権利付与日以降、当社普通株式の分割又

は併合が行われる場合、発行価額は、分割又は併合の比率の逆数を乗じて比例的に調整されるものとし、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。このほか、権利付与日以降、普通株式の時価を下回る価額で普

通株式を新たに発行（転換社債の転換及び新株引受権の権利行使の場合を除く。）するときは、次の算式に

より発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 

 
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
新規発行前の普通株式の株価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

３　権利行使の条件は、下記のとおりであります。

(1）付与対象者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、権利を行使することができます。但し、別途

締結する権利付与契約に定める条件によります。

(2）付与対象者が死亡した場合、その相続人は、権利を行使することができません。

(3）付与対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができません。

(4）当社が他社と株式交換又は株式移転等を行う場合、当社は新株引受権の目的たる株式の数、発行価額等につ

き必要と認める調整を行い、又は付与対象者の権利行使を制限し、若しくは失効させることができます。

(5）この他、権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する

権利付与契約に定めるところによります。 
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（ロ）　2001年ストックオプション（株主総会特別決議日：平成13年６月28日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 351,000（注１）  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 669（注２） 同左

新株予約権の行使期間
平成15年７月１日から

平成23年６月27日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：　669（注２）

資本組入額：　335
同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ

の他の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
― ― 

　（注）１　（イ　2000年ストックオプションに同じ）

　　　　２　（イ　2000年ストックオプションに同じ）

　　　　３　（イ　2000年ストックオプションに同じ）
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。　　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで
－ 374,018 － 25,948 1,142 34,839

平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで
－ 374,018 － 25,948 － 34,839

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで
－ 374,018 － 25,948 － 34,839

平成20年４月１日から

平成21年３月31日まで
    374,018 － 25,948 － 34,839

平成21年４月１日から

平成22年３月31日まで
    374,018 － 25,948 － 34,839

　（注）　平成17年４月１日から平成18年３月31日までの期間における異動は、当社の連結子会社であった日立伸材㈱を平

成17年７月１日付で、同じく当社の連結子会社であった㈱パワーアンドコムテック及び㈱東立商会を平成17年

10月１日付で、それぞれ吸収合併したことに伴うものであります。

 

（６）【所有者別状況】

　

 平成22年３月31日現在

区　分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 51 47 274 177 5 18,447 19,001 －

所有株式数

（単元）
－ 62,419 2,904 198,597 36,879 11 71,677 372,487 1,531,174

所有株式数の

割合（％）
－ 16.76 0.78 53.32 9.90 0.00 19.24 100 －

　（注)１　自己株式9,564,925株は、「個人その他」欄に9,564単元を「単元未満株式の状況」欄に925株を、それぞれ含めております。

 　　 ２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ２単元及び600株含まれており

ます。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住　　　　　　　　所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

㈱日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 192,252 51.40

日本マスタートラスト

信託銀行㈱（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 12,110 3.24

日本トラスティ・サー

ビス信託銀行㈱

（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 10,288 2.75

 タム　ツー

（常任代理人：㈱三菱東

 京ＵＦＪ銀行）

 P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF SAUDI ARABIA 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号　決済事業部）　
8,742 2.34

日本トラスティ・サー

ビス信託銀行㈱

（信託口９）

 東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,033 1.61

日本生命保険(相)
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内 
5,521 1.48

 資産管理サービス信託 

 銀行㈱（年金信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエア　オフィスタワーＺ棟
5,094 1.36

 日立電線社員持株会 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 2,919 0.78

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 2,615 0.70

 資産管理サービス信託 

 銀行㈱

（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエア　オフィスタワーＺ棟
2,335 0.62

計 ― 247,911 66.28

　（注）１　上記以外に、当社は自己株式9,564千株（所有株式数の割合2.56％）を所有しております。

　　　　２　当社は、ジーエルジー・パートナーズ・インターナショナル・リミテッドから、平成21年８月19日付で提出された

金融商品取引法第27条の26第２項に基づく変更報告書№３の写しを受領しており、同報告書によれば、平成

21年８月14日現在、同社は当社株式を18,524千株（株券等保有割合：4.95％）保有しておりますが、当社とし

て平成22年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

　なお、ジーエルジー・パートナーズ・インターナショナル・リミテッドの変更報告書№３の写しの内容は

以下のとおりであります。

大量保有者　　　　ジーエルジー・パートナーズ・インターナショナル・リミテッド

住所　　　　　　　英国　ロンドン市　プリムローズストリート　エクスチェンジハウス９階

　　　　　　　　　ＥＣ２Ａ　２ＥＦ

保有株券等の数　　18,524千株

株券等保有割合　　4.95％  　

        ３  第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日付で株式会社に組織変更しております。

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

 31/145



（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在
区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　9,564,000
―

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

（相互保有株式）

普通株式　　115,000
― 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式362,808,000 362,808 同上

単元未満株式 普通株式  1,531,174 ―
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数        374,018,174 ― ―

総株主の議決権 ― 362,808 ―

　 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日立電線㈱

東京都千代田区外

神田４丁目14番１

号

9,564,000 ― 9,564,000 2.55

（相互保有株式）

日本製線㈱

東京都港区新橋２

丁目20番15号
49,000 ― 49,000 0.01

（相互保有株式）

㈱日光商会 

東京都品川区南品

川４丁目９番５号

 

66,000 ― 66,000 0.02

計 ― 9,679,000 ― 9,679,000 2.59
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。制度の概要は、次のとおりであります。

 

①　「商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）」による改正前の商法第280条ノ19の規定に基づく新

株引受権

イ　2000年ストックオプション

決議年月日 平成12年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役のうち19名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

 

ロ　2001年ストックオプション

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役のうち18名及び当社従業員のうち20名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―
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②　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

イ　2002年ストックオプション

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役のうち18名及び当社従業員のうち15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

   

ロ　2005年ストックオプション

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役及び執行役のうち18名並びに当社従業員の

うち13名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第９号に該当する普通株式の

取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年10月28日）での決議状況
（取得期間　平成－年－月－日～平成－年－月－日）

25

平成21年10月28日の東

京証券取引所における

当社１株当たりの株式

の終値に、左記の株式数

を乗じた額

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 25 6,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0 －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

（注）　東北ゴム㈱との株式交換により生じた端数株式の買取りによる取得であります。　 

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 27,223 7,607,022

当期間における取得自己株式 2,791 743,985

  　（注）　単元未満株式の買取りによる取得であります。なお、「当期間における取得自己株式」欄には、平成22年６

月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した自己株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式（注１）
　　915,917 251,877,175 ― ―

その他（注２） 8,760   2,236,007 200 　　56,000

保有自己株式数 9,564,925 ― 　 9,567,516 ―

 （注）１「合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得自己株式」の区分の「株式数」、「処分価額の総

額」は、東北ゴム㈱との株式交換に係る自己株式の交付であります。

２「その他」の区分の「株式数」、「処分価額の総額」は、単元未満株式の売渡し請求による売渡しであり

ます。

３　なお、「当期間」欄の「株式数」、「処分価額の総額」には、平成22年６月１日からこの有価証券報告

書提出日までに新株予約権の権利行使又は単元未満株式の売渡し請求により処理した自己株式は含まれ

ておりません。  

３【配当政策】

　当社は、業績の状況、経営体質の強化及び今後の事業戦略等を総合的に勘案したうえで、利益の配分を適正に実施し

てまいります。

　剰余金の配当につきましては、安定配当を基本として、業績を考慮した利益還元を実施してまいります。剰余金の配

当は、毎年３月31日及び９月30日の年２回を基準日として、金銭により実施することを基本といたします。

　内部留保資金につきましては、財務体質の健全性を維持・強化しつつ、将来の成長可能性の高い事業や既存事業の活

性化等のために有効活用いたします。

　さらに、自己株式の取得を株主の皆様への有効な利益還元策の一つであると考え、株価の動向や財務状況等を勘案し

ながら対応してまいります。

　当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって、剰余金の配当等を行うことができる旨を定
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款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成21年10月28日

取締役会決議
909 2.50

平成22年５月31日

取締役会決議
911　 2.50　

　
 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回　次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月
最高（円） 690 752 770 472 334

最低（円） 422 462 365 141 193

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月　別 平成21年10月 平成21年11月 平成21年12月 平成22年１月 平成22年２月 平成22年３月
最高（円） 273 266 283 295 268 283

最低（円） 231 203 205 261 224 228

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

(1）取締役の状況

役　　名 職　　名 氏　　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長 ― 佐藤　教郎 昭和18年10月30日生

昭和41年４月 当社入社

平成８年７月 日高工場長

９年６月 当社取締役

12年６月 日立電線パワーシステムズ㈱取締

役社長

13年６月 当社取締役退任

14年６月 当社常務取締役

15年４月 当社取締役社長

15年６月 当社執行役社長兼取締役

21年６月 当社取締役会長（現任）　

（注２） 98

取締役 　　―　 今井　光雄 昭和26年５月15日生

昭和49年４月 当社入社

平成15年４月 情報システム事業本部次長 

             兼 高砂工場長　

17年４月 執行役

19年４月 執行役常務

21年４月 執行役社長（現任） 

21年６月 取締役（現任）

（注２） 39

取締役 ― 米田　良昭 昭和21年４月16日生

昭和44年４月 当社入社

平成15年４月 産業システム事業本部長

15年６月 執行役

17年４月 執行役常務

19年４月 執行役専務

19年６月 取締役（現任）

21年４月 執行役副社長（現任） 兼 

         ビジネスサポート本部長（現任） 

         兼 輸出管理室長（現任） 

（注２） 12

取締役 ― 岡崎　　賢 昭和19年10月14日生

昭和42年４月 当社入社

平成９年６月 経理部長

13年６月 取締役

15年４月 常務取締役

15年６月 執行役常務 兼 取締役（現任）

17年４月 執行役専務

19年４月 執行役副社長

（注２）

 
25

取締役 ―
下條　正浩

（注１）
昭和19年３月19日生

昭和48年４月 第一東京弁護士会登録

         西村小松法律事務所（現西村あさ

ひ法律事務所）入所

57年12月 米国カリフォルニア州弁護士資格

取得

平成12年６月 当社監査役

15年６月 当社取締役（現任）

（注２） 30
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役　　名 職　　名 氏　　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 　　― 薄田　新一 昭和24年７月７日生

　

昭和45年４月 当社入社

平成16年７月 電機・産業システム事業本部電線

製造統括部長 兼 日高工場長

17年４月 執行役

19年４月 執行役常務 兼 電機・産業システム

事業本部長（現任）

21年４月 執行役専務（現任） 

21年６月 取締役（現任）

　

（注２） 19

取締役 ―
持田　農夫男

（注１）
昭和22年４月１日生

昭和45年４月 ㈱日立金属入社

平成14年10月 同社執行役員（現事業役員）

　　16年３月 同社事業役員退任

16年４月 ㈱ＮＥＯＭＡＸ常務取締役

16年６月 同社取締役 常務執行役員

17年６月 日立金属㈱執行役常務

　　　　 Hitachi Metals North Carolina, Ltd.取締役

会長 兼 ＣＥＯ　

18年６月 日立金属㈱執行役社長 兼 取締役

22年４月 ㈱日立製作所執行役副社長（現

任）

　　　　 日立金属㈱取締役会長（現任）

22年６月 日立化成工業㈱取締役（現任）

         当社取締役（現任）　

（注２） ―

取締役 ―
江幡　　誠

（注１）
昭和22年２月23日生

昭和45年４月 ㈱日立製作所入社

平成15年６月 同社執行役

　　16年４月 同社執行役常務

20年３月 同社執行役常務退任

20年４月 Hitachi Europe Ltd.副会長

21年７月 ㈱日立製作所執行役常務（現任）

22年６月 当社取締役（現任）　

（注２） ―

 計 223

　（注）１　取締役下條正浩、持田農夫男及び江幡誠の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

 ２　選任（平成22年６月24日）後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

　　 時まで。

３　当社は委員会設置会社であり、「指名委員会」「監査委員会」「報酬委員会」の３つの委員会を設置してお

ります。各委員会の委員は、次のとおりであります。

指名委員会　委員　　佐藤　教郎、持田　農夫男、江幡　　誠

監査委員会　委員　　岡崎　　賢、下條　正浩、江幡　　誠

報酬委員会　委員　　今井　光雄、持田　農夫男、江幡　　誠
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(2）執行役の状況

役　　名 職　　名 氏　　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期
所有株式数
（千株）

代表執行役

執行役社長
　　 ― 今井　光雄

（1）取締役の状況

     参照

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　  　同左

 

（注） 39

代表執行役

執行役副社

長

兼ビジネス

サポート

本部長

兼輸出管理

室長 

米田　良昭
(1）取締役の状況参

照
同左 （注） 12

執行役専務

兼電機・産

業システ

ム事業本

部長

薄田　新一
(1）取締役の状況

　　　参照

 

 

　　　　　　　　　　同左 
（注） 19

執行役専務

　グローバル

事業推進

本部管掌

西川　晃一郎 昭和22年７月12日生

昭和45年４月 ㈱日立製作所入社 

平成13年４月 同社グローバル事業開発本部長

    15年６月 同社執行役

18年１月 同社執行役常務

19年４月 同社執行役専務

22年３月 同社執行役専務退任　

22年４月 当社執行役専務（現任）

（注） 20

執行役常務

兼人事総務

本部長

兼法務本部

長

兼ＴＣＲ室

長

冨山　正章 昭和27年２月12日生

昭和49年４月 当社入社 

平成17年４月 人事総務本部次長

18年４月 執行役

18年６月 ＴＣＲ室長（現任）

19年４月 人事総務本部長（現任）

21年４月 執行役常務（現任） 

21年７月 法務本部長（現任）　

（注） 14

執行役常務
兼営業本部

長
閑田　俊朗 昭和27年４月24日生

昭和50年４月 当社入社 

平成17年４月 高機能材料事業本部半導体材料営

業統括部長

18年４月 執行役

21年４月 執行役常務（現任）兼営業本部長

（現任）

（注） 14

執行役 

兼技術本部

長

兼品質・環

境本部長

兼経営企画

室長

兼ＣＴＯ

香川　　学 昭和25年９月２日生

昭和55年１月 当社入社 

平成17年４月 高機能材料事業本部パッケージ材

料製造統括部長

18年４月 執行役（現任）

21年４月 技術本部長（現任）兼品質・環境

本部長（現任）兼経営企画室長

（現任）兼ＣＴＯ（現任） 

（注） 10

執行役

兼半導体材

料事業本

部長

後藤　良太 昭和28年５月12日生

昭和51年４月 当社入社 

平成18年６月 営業本部中国事業統括センタ長

19年４月 執行役（現任）

21年４月 半導体材料事業本部長（現任）

（注） ２

執行役

兼金属材料

事業本部

長

柳瀬　信夫 昭和25年11月12日生

昭和48年４月 当社入社 

平成18年７月 営業本部次長

19年４月 執行役（現任）

21年４月 金属材料事業本部長（現任）

（注） ―
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役　　名 職　　名 氏　　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期
所有株式数
（千株）

執行役 
兼関西支社

長
白井　達也 昭和26年11月４日生

昭和50年４月 当社入社 

平成20年４月 高機能材料事業本部次長

21年４月 執行役（現任）兼関西支社長（現

任）

（注） 14

執行役

兼情報シス

テム事業

本部長

辻　正明 昭和29年７月３日生

昭和52年４月 当社入社 

平成20年４月 情報システム事業本部情報システ

ム事業部長 兼 高砂工場長

21年４月 執行役（現任）兼情報システム事

業本部長（現任）

（注） ７

執行役

兼電機・産

業システ

ム事業本

部副本部

長

坂本　康彦 昭和31年１月13日生

昭和53年４月 当社入社 

平成20年７月 電機・産業システム事業本部次長 

兼 日高工場長

21年４月 執行役（現任）兼電機・産業シス

テム事業本部副本部長（現任）

（注） 10

執行役

兼グローバ

ル事業推

進本部長

兼ＩＴ業革

本部長

兼ＣＩＯ 

三上　哲郎 昭和26年８月６日生

昭和52年４月 日本電信電話公社入社 

平成15年４月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ㈱グローバルサービス事

業部担当部長

16年７月 NTT Singapore Pte. Ltd.社長

　　　　 兼 NTT Communications (Vietnam) Ltd.社

長

19年６月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ㈱退社

19年７月 当社入社　情報システム事業本部技

師長 

21年４月 執行役（現任）兼 ＩＴ業革推進本

部長 兼 ＣＩＯ（現任）

21年７月 ＩＴ業革本部長（現任）

22年４月 グローバル事業推進本部長（現

任）　

（注） ―

執行役

兼技術本部

副本部長

兼生産技術

推進本部

長 

伊藤　文和 昭和26年３月28日生

昭和50年４月 ㈱日立製作所入社 

平成15年４月 同社生産技術研究所長

19年１月 Hitachi Global Strage

Technologies, Inc.

         Vice President

20年３月 ㈱日立製作所退社

20年４月 当社入社　生産技術推進本部長（現

任）兼技術本部技師長

21年４月 執行役（現任） 兼 技術本部副本部

長（現任） 

（注） １

執行役

兼ビジネス

サポート

本部副本

部長

澤部　健一 昭和32年３月27日生

昭和55年４月 当社入社 

平成17年12月 Thai Hitachi Enamel Wire Co., Ltd.社

長

　　21年４月 ビジネスサポート本部副本部長（現

任）

22年４月 執行役（現任）

（注） 14

　計 176

  （注）選任（平成22年４月１日）後１年以内に終了する事業年度の末日まで。 　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

①－１　企業統治の体制の概要

イ．取締役、取締役会、委員会

・当社は委員会設置会社の形態を採用しており、取締役会は、経営の基本方針等の決定と監督機能に徹し、迅

速な経営を行える体制にすべく、執行役に業務の決定・執行の権限を大幅に委譲しております。取締役の員

数は、８名（社外取締役３名、執行役を兼務する者３名を含む）であり、取締役会の議長を務める取締役会

長は、執行役を兼務していません。

・取締役会の中には、社外取締役を過半数とする指名・監査・報酬の３つの法定の委員会を設けております。

監査委員会は原則として毎月、指名・報酬の各委員会は必要の都度、それぞれ開催され、取締役会が果たす

べき監督機能の一翼を担っております。

・当社は、取締役の員数を10名以内とする旨、及び取締役の選任決議について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定め

ております。

　

ロ．執行役、執行役会

・執行役は、取締役会の決議により定められた職務の分掌に従い、業務に関する決定を行うとともに、業務を

執行します。執行役の員数は、取締役を兼務する者３名を含めて15名であります。

・執行役の業務執行に対する内部統制として、執行役全員で構成する執行役会を設けております。これは、各

執行役が取締役会から委任された重要事項を決定する際に、多面的な検討を加えられるようにするととも

に、各執行役の業務の執行状況に関する報告を行い、情報の共有を図ることを目的としております。

・当社は、執行役の員数につき15名以内とする旨を定款に定めております。

　

①－２　企業統治の体制を採用する理由

　当社は、経営の諸課題に迅速かつ的確に対処し、公正で透明な経営を実現することを経営の最重要課題の一つに

掲げており、経営の意思決定をさらに迅速化し、経営監督機能を一層向上させるため、平成15年６月より、経営の

「執行」と「監督」の両機能を明確に分離する、委員会設置会社の形態を採用しております。なお、当社は、委員

会設置会社の形態を採用しているため、社外監査役を選任しておりません。

　

①－３　内部統制システムの整備の状況

　内部統制システムに関する基本方針に基づき、次のとおり整備しております。

1. 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

・監査委員会の職務を補助すべき取締役は、監査委員会の決議によって選定する監査委員（以下「選定監査

委員」という。）とする。 

・監査委員会の職務を補助すべき取締役が当社の内部監査機能を有する部門（以下「内部監査部門」とい

う。）に対して、監査委員会の職務の補助を要請したときは、当該内部監査部門を管掌する執行役は、原則

としてこれに応諾するとともに、必要な協力を行う。 

・監査委員会の職務を補助すべき使用人は、監査委員会室に所属する使用人（以下「監査委員会室員」とい

う。）とする。 

2. １の取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項

・監査委員会室員に関する人事異動及び人事考課等については、予め監査委員会又は選定監査委員の同意を

得なければならない。 

・監査委員会の職務を補助すべき取締役及び監査委員会室員は、監査委員会の職務を補助することについ

て、執行役の指揮命令を受けない。 
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3. 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制

一 報告の方法等

・執行役及び使用人は、監査委員会の定めるところに従い、その業務執行状況を報告する。 

二 執行役が報告すべき事項 

・執行役会の諮問事項のうち、重要事項に関する決定 

・当社、連結子会社及び持分法適用会社の業績状況 

・当社に法令又は定款に違反する事実その他著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、当該

事実に関する事項 

三 使用人が報告すべき事項 

・内部監査部門に所属する責任者の場合、内部監査の実施状況又は業務遂行の状況 

・コンプライアンス推進室に所属する責任者の場合、「コンプライアンス通報制度」による通報の状況 

四 その他報告事項 

・監査委員会又は選定監査委員は、その職務を遂行するために必要と判断したときは、いつでも執行役又は使

用人に報告を求めることができる。 

4. その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・選定監査委員は、執行役会その他重要な会議に出席し、必要に応じてその討議内容等を監査委員会に報告す

る。 

・監査委員会は、原則毎月１回以上開催し、執行役及び使用人の業務執行状況の把握に努める。

・監査委員会は、会計監査人と連携して、財務報告の信頼性を確認する。 

5. 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・文書等の保存期間その他の管理体制については、当社の規則等によるものとする。これらの規則等を制定・

改廃しようとする執行役は、選定監査委員から予めその旨の同意を得なければならない。 

6. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・執行役社長は、リスクの種類毎にリスク管理担当執行役を定め、適切な管理体制（規則・ガイドラインの制

定等）を構築・運営させるとともに、リスク管理状況を監査委員会に毎年１回以上報告しなければならな

い。

・内部監査部門は、内部監査を実施する際には、それぞれリスク管理状況を照査し、その結果を遅滞なく、監査

委員会又は選定監査委員に報告しなければならない。 

7. 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下の経営管理システムを用いて、執行役の職務の執行の効率性を確保する。 

一 中期経営計画の策定 

当社、連結子会社及び持分法適用会社の事業を戦略的かつ計画的に運営し、市場競争力を高めることによ

り継続的に事業を成長・拡大させることを目的として、取締役、執行役及び使用人が共有する全社的な目

標を定めた中期経営計画を定め、その周知徹底と実行を図る。

二 執行役による意思決定 

当社、連結子会社又は持分法適用会社に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に意

思決定を行うための仕組みとして、執行役会を設置する。 

三 予算・業績管理 

執行役の職務執行の効率性を向上させ、採算管理の徹底を図るため、予算制度を設けるとともに、予算管理

指標、投資規準、事業撤退規準をそれぞれ定め、これらの適切な運用を行う。 

8. 執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・企業行動基準を定め、法令・定款及び社会規範の順守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。

・コンプライアンス推進室を事務局とするコンプライアンス委員会を設置し、法令及び企業倫理に基づいた

企業活動について、全社横断的な教育、監査及び指導を行う。

・コンプライアンス通報制度を導入し、企業活動における違法行為・不適切行為等の問題点の早期把握に努

め、全社的な再発防止を図る。 
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・業務運営の状況を把握し、その改善を図るため、内部監査部門それぞれが内部監査を実施し、定期的に監査

委員会及び取締役会に報告する。また、法令順守活動の実施、横断的なリスクの管理等を図るため、その必

要に応じて委員会等を設置する。 

・金融商品取引法及び関連する規則や基準に即した内部統制システムの整備及び運用を推進することによ

り、当社、連結子会社及び持分法適用会社に係る財務報告の適正性を確保するための体制の一層の強化を

図る。 

・反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨むものとし、反社会的取引の防止及び反社会的勢力との関係

遮断の実効性を確保するため、コンプライアンス委員会の活動を通じて、当社及び連結子会社の体制整備、

監査、教育その他反社会的取引の防止及び反社会的勢力との関係遮断に必要な対応を図る。 

9. 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は、当社及び連結子会社の共通の価値観や行動基準、経営課題等を、連結子会社との間で共有し、連結経

営の効率の向上を図るため、連結子会社の各社に取締役を派遣する。 

・当社は、当社及び連結子会社の企業活動が法令に違反することなく、適正かつ効率的に行われる体制を維持

するため、当社及び連結子会社を定期的に監査する体制を構築するとともに、連結子会社の各社に監査役

を派遣する。 

・当社は、事業の運営に当たっては親会社からの自立性を保ち、親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に

相反するおそれのある親会社との取引その他の施策を行う場合には、取締役会に付議し、これを決定する。 

・当社は、経営及びその意思決定プロセスの客観性を高めるため、社外取締役のうち最低１名は親会社から独

立した者を選任する。

　

①－４　リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理に関する方針の決定、リスクへの対応及び再発防止策等リスク管理に関する情報の共有を目的

とし、執行役会の下部組織として、執行役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しており、リスクの抽出、評価、

予防、低減を図っております。また、コンプライアンス推進室を設置しており、本組織により法令及び企業倫理に基づ

いた企業活動に係る教育、監査及び指導をグループ内で行っております。さらに、自浄作用を補完するため、コンプラ

イアンス通報制度を導入しており、当社及び連結子会社の社員をはじめ取引先等の外部関係者でも、当社の企業活動

等で違法行為・不適切行為が存在すると認識した人であれば誰でも、当社コンプライアンス推進本部または本制度の

社外通報先として委嘱した弁護士へ直接通報することができます。 

　

②　内部監査及び監査委員会の状況

・当社における内部監査は、監査室（専任７名、兼務37名）が当社各部門及び連結子会社の業務の適法性、妥当性につい

ての計画的な監査並びに内部統制の推進を実施しているほか、コンプライアンス推進室（専任３名、兼務６名）が法

令及び企業倫理の順守という観点から教育・啓蒙活動及び監査を当社各部門及び連結子会社に対して随時行ってお

ります。

・監査委員会は、社外取締役２名を含む３名の取締役で構成されており、原則として毎月開催され、これらの内部監査等

の状況を監視・検証するとともに、内部監査部門と連携の上、取締役及び執行役から職務の執行状況を適宜報告させ

ることにより、経営の監督を行っております。

・会計監査人は、監査委員会において監査報告を行い、監査委員及び同席する監査室長と相互に意見交換を図ることに

より、監査の連携を高めております。

・また、内部統制システムの方針、計画、運用、手続きなどの決定とシステムの有効性に関する評価結果の審議・承認を

行うインターナル・コントロール委員会を設置しており、財務報告の適正性・信頼性を確保する体制を整備していま

す。

・当社における内部統制部門（財務部門、コンプライアンス推進室、法務部等）は、必要に応じて、内部監査部門が行う

監査に参画するとともに、監査委員会監査及び会計監査時には、監査委員及び会計監査人への説明や監査委員及び会

計監査人との意見交換などを行っております。

・なお、監査委員長岡崎賢氏は、長年にわたり当社の経理・財務部門において財務及び会計業務の経験を重ねてお

  り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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③　社外取締役

③－１　当社の社外取締役との関係

当社の社外取締役は、提出日時点で、下條正浩、持田農夫男及び江幡誠の３氏であり、当社との関係は、次のとお

りであります。

・下條正浩氏は、西村あさひ法律事務所の弁護士であります。当社と下條氏の間に顧問契約はなく、当社は、必

要に応じて下條氏が所属する法律事務所の他の弁護士に法律相談を行っております。

・持田農夫男氏は、当社の親会社である㈱日立製作所の代表執行役執行役副社長であり、当社と㈱日立製作所

との間には、製品の売買、資金の賃借等の取引関係があります。また、持田氏は、㈱日立製作所の子会社である

日立金属㈱の取締役会長であり、同じく㈱日立製作所の子会社である日立化成工業㈱の取締役であります。

当社と日立金属㈱及び日立化成工業㈱との間には、製品等の取引関係があります。

・江幡誠氏は、当社の親会社である㈱日立製作所の執行役常務であります。当社と㈱日立製作所との間には、製

品の売買、資金の賃借等の取引関係があります。

・持田農夫男氏及び江幡誠氏と当社との間には特別の利害関係があります。下條正浩氏と当社との間には特別

の利害関係はありません。

・当社は、下條正浩、持田農夫男及び江幡誠の３氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約

を、それぞれ締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金1,200万円又は会社法第425条に定める最

低責任限度額とのいずれか高い額となります。

　

③－２　社外取締役の機能及び役割（当社からの独立性に関する考え方を含む）並びに社外取締役の選任状況に関する

考え方

・当社は、社外取締役が、各自の持つ豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の取締役会及び委員会において適

宜意見を述べることにより、経営の妥当性、効率性及び客観性の向上が図られるものと考えております。

・持田農夫男氏は、㈱日立製作所の代表執行役執行役副社長であり、江幡誠氏は、㈱日立製作所の執行役常務で

あります。当社は、事業の運営にあたり、親会社である㈱日立製作所からの自立性を保っており、また、当社の

事業活動は、㈱日立製作所及びそのグループ会社との取引に大きく依存する状況にはありません。あわせて、

当社では、経営並びに取締役会及び委員会における意思決定のプロセスの客観性を高めるため、社外取締役

のうち最低１名は、親会社である㈱日立製作所から独立した者を選任しております。

・下條正浩氏は、㈱東京証券取引所及び㈱大阪証券取引所が、それぞれ定める独立役員の要件を満たしており、

当社は、同氏を独立役員として届け出ております。

・前記のことから、現在の社外取締役３名の選任状況について、当社は適切と考えております。

・社外取締役のうち２名は、監査委員会の委員であり、前記②のとおり、内部監査、会計監査及び内部統制部門

とも必要な連携を図っております。また、監査委員会の職務の遂行状況は、毎月、取締役会へ報告しており、監

査委員を兼務しない社外取締役とも相互連携を図っております。
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④　役員の報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区　分
対象となる

役員の総数
報酬等の総額

報酬等の種類別の総額 

月俸

（期中支払総額）　

取締役の期末手当

又は執行役の業績

連動型報酬(賞与)　

取締役

（社外取締役を除く。）
　４名 　　123百万円 121百万円 ２百万円　

　 　社外取締役 　４名 　　28百万円 25百万円 ３百万円

執行役 　14名　　 　　427百万円 402百万円　　 25百万円　　

（注）１．執行役を兼務する取締役については、取締役としての報酬は支払っておりません。 

      ２．報酬等の総額が１億円以上である者は、存在いたしません。　

　　　３．上記のほか、執行役５名に対して借上げ社宅を提供しており、当社が家賃の一部として負担した額は

          ５百万円であります。

　　

ロ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

　当社は、報酬委員会において、役員の報酬等の額の決定又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内

容は、次のとおりであります。

　

・金銭報酬

≪取締役≫

取締役の報酬は、月俸、期末手当をもって構成し、次の考え方に基づき、報酬委員会で個別に決定する。なお、執行役

を兼務する取締役については、取締役としての報酬は支払わない。

(一)月俸

会長・委員会委員としての負荷、常勤性及び他会社の役員の兼務状況等を総合的に勘案し決定する。

(二)期末手当

取締役は経営の基本方針の決定と監督機能を担うべき者であることから、当社業績の短期的変動による影響に

ついては、限定的なものとする。

　

≪執行役≫

執行役の報酬は、月俸、業績連動型報酬（賞与）をもって構成し、次の考え方に基づき、報酬委員会で個別に決定す

る。

(一)月俸

月俸については、当社執行役に問われる能力、負うべき責任・リスク、役位、世間及び日立グループ各社の役員報

酬水準、従業員の賃金水準等を総合的に考慮して設定する。

(二)業績連動型報酬（賞与）

当社連結業績、管掌部門業績、個人業績を役位別に定める構成比に応じて、中期経営計画、予算その他の目標達成

状況等により決定する。

　

・非金銭報酬

≪社宅≫

取締役、執行役が転勤に伴い自宅所在地を離れる場合には、借上げ社宅を提供することがある。具体的な取扱いに

ついては、報酬委員会で決定する。
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⑤　株式の保有状況

　

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　97銘柄　　4,983百万円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度の貸借対照表計上額の大きい順の10銘柄

銘　柄 株式数（株）
     貸借対照表

   計上額（百万円）
     保　有　目　的

OPTO TECH

CORPORATION
33,369,899     2,593 発行会社との取引関係の維持・強化のため

　シャープ㈱ 414,400     484 発行会社との取引関係の維持・強化のため

東京製綱㈱ 717,000     186 発行会社との取引関係の維持・強化のため

京阪電気鉄道㈱ 271,217     106 発行会社との取引関係の維持・強化のため

㈱ティラド 300,000     80 発行会社との取引関係の維持・強化のため

東京瓦斯㈱ 140,000     58 発行会社との取引関係の維持・強化のため

三菱電機㈱ 55,000     47 発行会社との取引関係の維持・強化のため

ＫＤＤＩ㈱     65     31 発行会社との取引関係の維持・強化のため

岡谷鋼機㈱ 31,500     28 発行会社との取引関係の維持・強化のため

ミツミ電機㈱ 10,500     21 発行会社との取引関係の維持・強化のため

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当

事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　

　　　保有目的が純投資目的である投資株式はありません。

　

⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は、次のとおりであります。

氏　　　名 所属する監査法人 会計監査業務に係る補助者

指定有限責任社員

業務執行社員　青栁　好一

新日本有限責任

監査法人
公認会計士８名、その他25名

指定有限責任社員

業務執行社員　福井　　聡

指定有限責任社員

業務執行社員　日置　重樹
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⑦　取締役・執行役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、会社法第423条第１項所定の取締役（取締役で

あった者を含む。）及び執行役（執行役であった者を含む。）の賠償責任を法令の定めるところに従い免除することが

できる旨定款に定めております。これは、取締役及び執行役がその職務の遂行に当たり、期待される役割を十分に発揮で

きるようにするためであります。

　

⑧　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、当社が委員会設置会社制度を採用

したことによるものであり、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会に

おける特別決議の定足数を緩和することにより、機動的に株主総会の特別決議を行うことを目的とするものでありま

す。 

　

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社  50  － 50　 －

連結子会社  18  － 18　 －

計  68  － 68　 －

 

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度）　

　重要な報酬の内容はありません。

　

（当連結会計年度）

　重要な報酬の内容はありません。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度）　

　該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありませんが、監査計画の妥当性等を勘案した上で、監査委員会の同意を得て決定しております。 
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第５【経理の状況】
１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28　号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平

成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務

諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行なっております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、同機構の行う「有価証券報告書作成上の留意点セミナー」などに参加しております。　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,038 8,301

受取手形及び売掛金 ※1
 70,358

※1
 84,562

有価証券 301 176

商品及び製品 8,725 11,661

仕掛品 19,983 24,463

原材料及び貯蔵品 10,215 10,086

繰延税金資産 537 524

その他 12,903 9,196

貸倒引当金 △390 △478

流動資産合計 130,670 148,491

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 111,734 111,872

減価償却累計額 △66,254 △69,221

建物及び構築物（純額） ※3
 45,480

※3
 42,651

機械、運搬具及び工具器具備品 275,476 279,245

減価償却累計額 △227,446 △235,588

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

48,030 43,657

土地 ※3
 10,175

※3
 9,803

建設仮勘定 7,228 4,472

有形固定資産合計 110,913 100,583

無形固定資産

のれん 1,830 1,134

その他 8,989 8,975

無形固定資産合計 10,819 10,109

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 15,475

※2
 20,419

長期貸付金 2,680 2,756

前払年金費用 3,358 1,332

繰延税金資産 985 825

その他 ※2
 6,754

※2
 6,991

貸倒引当金 △2,696 △2,490

投資その他の資産合計 26,556 29,833

固定資産合計 148,288 140,525

資産合計 278,958 289,016
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 42,607 60,970

短期借入金 ※3
 15,390

※3
 20,274

1年内償還予定の社債 5,000 －

1年内返済予定の長期借入金 3,000 －

未払法人税等 815 916

その他 28,597 24,244

流動負債合計 95,409 106,404

固定負債

社債 － 5,000

長期借入金 ※3
 20,523 23,500

繰延税金負債 4,073 3,564

退職給付引当金 22,511 24,635

役員退職慰労引当金 785 590

持分法適用に伴う負債 1,112 1,301

その他 1,692 789

固定負債合計 50,696 59,379

負債合計 146,105 165,783

純資産の部

株主資本

資本金 25,948 25,948

資本剰余金 31,529 31,518

利益剰余金 84,225 72,767

自己株式 △4,362 △3,984

株主資本合計 137,340 126,249

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 275 1,104

繰延ヘッジ損益 △39 △8

為替換算調整勘定 △7,261 △6,107

評価・換算差額等合計 △7,025 △5,011

少数株主持分 2,538 1,995

純資産合計 132,853 123,233

負債純資産合計 278,958 289,016
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 493,151 372,450

売上原価 ※2, ※4
 452,663

※2, ※5
 329,767

売上総利益 40,488 42,683

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 55,228

※1, ※2
 49,064

営業損失（△） △14,740 △6,381

営業外収益

受取利息 282 129

受取配当金 262 186

物品売却益 534 －

固定資産賃貸料 373 －

持分法による投資利益 － 1,530

その他 1,442 2,033

営業外収益合計 2,893 3,878

営業外費用

支払利息 1,545 961

為替差損 820 －

固定資産除却損 － 283

持分法による投資損失 2,790 －

その他 2,972 1,192

営業外費用合計 8,127 2,436

経常損失（△） △19,974 △4,939

特別利益

前期損益修正益 68 57

投資有価証券売却益 24 120

その他 15 15

特別利益合計 107 192

特別損失

前期損益修正損 － 39

減損損失 ※3
 8,990

※4
 1,694

投資有価証券売却損 － 1,204

事業構造改善費用 － ※3
 848

固定資産除却損 1,877 －

その他 2,302 329

特別損失合計 13,169 4,114

税金等調整前当期純損失（△） △33,036 △8,861

法人税、住民税及び事業税 2,252 1,167

法人税等調整額 18,411 △1,036

法人税等合計 20,663 131

少数株主利益 76 118

当期純損失（△） △53,775 △9,110

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

 51/145



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 25,948 25,948

当期末残高 25,948 25,948

資本剰余金

前期末残高 31,534 31,529

当期変動額

自己株式の処分 △5 △11

当期変動額合計 △5 △11

当期末残高 31,529 31,518

利益剰余金

前期末残高 141,090 84,225

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △53,775 △9,110

自己株式の処分 － △121

連結範囲の変動 － 30

持分法の適用範囲の変動 － △257

当期変動額合計 △56,865 △11,458

当期末残高 84,225 72,767

自己株式

前期末残高 △4,356 △4,362

当期変動額

自己株式の取得 △19 △7

自己株式の処分 13 385

当期変動額合計 △6 378

当期末残高 △4,362 △3,984

株主資本合計

前期末残高 194,216 137,340

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △53,775 △9,110

自己株式の取得 △19 △7

自己株式の処分 8 253

連結範囲の変動 － 30

持分法の適用範囲の変動 － △257

当期変動額合計 △56,876 △11,091

当期末残高 137,340 126,249
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,517 275

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,242 829

当期変動額合計 △1,242 829

当期末残高 275 1,104

繰延ヘッジ損益

前期末残高 351 △39

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△390 31

当期変動額合計 △390 31

当期末残高 △39 △8

為替換算調整勘定

前期末残高 1,354 △7,261

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,615 1,154

当期変動額合計 △8,615 1,154

当期末残高 △7,261 △6,107

評価・換算差額等合計

前期末残高 3,222 △7,025

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△10,247 2,014

当期変動額合計 △10,247 2,014

当期末残高 △7,025 △5,011

少数株主持分

前期末残高 3,404 2,538

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △866 △543

当期変動額合計 △866 △543

当期末残高 2,538 1,995
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 200,842 132,853

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △53,775 △9,110

自己株式の取得 △19 △7

自己株式の処分 8 253

連結範囲の変動 － 30

持分法の適用範囲の変動 － △257

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11,113 1,471

当期変動額合計 △67,989 △9,620

当期末残高 132,853 123,233
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △33,036 △8,861

減価償却費 25,347 21,350

減損損失 8,990 1,694

貸倒引当金の増減額（△は減少） △413 △102

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,239 2,124

前払年金費用の増減額（△は増加） 901 2,026

受取利息及び受取配当金 △544 △315

支払利息 1,545 961

為替差損益（△は益） △493 －

持分法による投資損益（△は益） 2,790 △1,530

投資有価証券売却損益（△は益） － 1,084

有形固定資産除却損 2,479 －

売上債権の増減額（△は増加） 41,435 △14,660

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,329 △7,527

仕入債務の増減額（△は減少） △32,593 17,993

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △871 △16

未収入金の増減額（△は増加） 2,318 562

その他 427 462

小計 40,850 15,245

利息及び配当金の受取額 691 753

利息の支払額 △1,527 △957

法人税等の支払額 △3,961 △737

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,053 14,304

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △587 △143

有形及び無形固定資産の取得による支出 △30,382 △16,985

投資有価証券の売却による収入 349 －

関係会社株式の取得による支出 － △4,000

関係会社株式の売却による収入 － 1,123

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △9,145 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △173

短期貸付金の純増減額（△は増加） △1,892 2,685

長期貸付けによる支出 △58 △4

長期貸付金の回収による収入 23 15

その他 305 435

投資活動によるキャッシュ・フロー △41,387 △17,047
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,198 5,046

長期借入れによる収入 5,000 3,000

長期借入金の返済による支出 △356 △3,023

社債の発行による収入 － 5,000

社債の償還による支出 － △5,000

配当金の支払額 △3,090 △2,000

少数株主への配当金の支払額 △216 △101

その他 △11 △118

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,525 2,804

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,128 222

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,937 283

現金及び現金同等物の期首残高 9,902 7,965

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △309

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 7,965

※1
 7,939
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社

東日京三電線㈱、日立アロイ㈱、

日立電線ファインテック㈱、

日立電線ロジテック㈱、

日立マグネットワイヤ㈱、東北ゴム㈱、

日立電線商事㈱、日立電線メクテック㈱、

日立電線ネットワークス㈱、

㈱東日京三テクノス、

日立ケーブルプレシジョン㈱、日立製線㈱、

北海日立電線機販㈱、藤長電気㈱、

日立電線販売㈱、 

創生㈱、日立電線フィルムデバイス㈱、

上海日立電線有限公司、

日立電線（蘇州）有限公司、

華南電線加工有限公司、

Hitachi Cable (Johor) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.、

Hitachi Cable Manchester Inc.、

Hitachi Cable Indiana,Inc.、

Thai Hitachi Enamel Wire Co.,Ltd.、

Hitachi Cable Philippines,Inc.、

Hitachi Bangkok Cable Co.,Ltd.、

Hitachi Cable PS Techno(Malaysia) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable America Inc.、

Hitachi Cable Asia Ltd.、

Hitachi Cable Europe Ltd.、

AHCL (Thailand) Co., Ltd.、

日立電線（中国）商貿有限公司、

Giga Epitaxy Technology Corporation、

HC Queretaro S.A.de C.V.、 

Hitachi Cable UK,Ltd.、

Euro Wire & Cable Services,Industry and 

Trading Limited Liability Company、

HDS国際(香港)有限公司、

大連保税区日立電線貿易有限公司、 

HCAS Thai Trading Co.,Ltd.、

PHCP,INC.、日立電線(蘇州)精工有限公司、

Hitachi Cable Korea,Ltd.、

深?日立電線有限公司、

Hitachi Cable Florida,Inc.、

Hitachi Cable Vietnam Co.,Ltd.、

PHCP Properties Holdings,Inc.、

Hitachi Cable Asia Pacific (HCAP) Pte. Ltd.、

Hitachi Cable Austria GmbH、

Akutron LLC

以上　50社 

東日京三電線㈱、日立アロイ㈱、

日立電線ファインテック㈱、

日立電線ロジテック㈱、

日立マグネットワイヤ㈱、東北ゴム㈱、

日立電線商事㈱、日立電線メクテック㈱、

日立電線ネットワークス㈱、

㈱東日京三テクノス、

日立ケーブルプレシジョン㈱、日立製線㈱、

北海日立電線機販㈱、藤長電気㈱、

日立電線販売㈱、 

日立電線ラバーテクノロジー㈱、

日立電線フィルムデバイス㈱、

上海日立電線有限公司、

日立電線（蘇州）有限公司、

Hitachi Cable (Johor) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.、

Hitachi Cable Manchester Inc.、

Hitachi Cable Indiana,Inc.、

Thai Hitachi Enamel Wire Co.,Ltd.、

Hitachi Cable Philippines,Inc.、

Hitachi Cable PS Techno(Malaysia) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable America Inc.、

Hitachi Cable Asia Ltd.、

Hitachi Cable Europe Ltd.、

AHCL (Thailand) Co., Ltd.、

日立電線（中国）商貿有限公司、

Giga Epitaxy Technology Corporation、

HC Queretaro S.A.de C.V.、 

Hitachi Cable UK,Ltd.、

HDS国際(香港)有限公司、

大連保税区日立電線貿易有限公司、 

HCAS Thai Trading Co.,Ltd.、

PHCP,INC.、日立電線(蘇州)精工有限公司、

深?日立電線有限公司、

Hitachi Cable Florida,Inc.、

Hitachi Cable Vietnam Co.,Ltd.、

PHCP Properties Holdings,Inc.、

Hitachi Cable Asia Pacific (HCAP) Pte. Ltd.、

Hitachi Cable Austria GmbH、

Akutron LLC

以上　46社 
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※　HMC TRADING HONG-KONG CO., LTDは、清算結了した

ため連結の範囲から除外いたしました。

　当連結会計年度より以下の５社を連結の範囲に含

めております。 
　(新規設立)
　Hitachi Cable Asia Pacific (HCAP) Pte. Ltd.

　(株式取得:日立電線株式会社による取得)
　創生株式会社、
　日立電線フィルムデバイス株式会社、
　Hitachi Cable Austria GmbH

　(株式取得:Hitachi Cable Austria GmbHによる
　 取得)
　Akutron LLC
 
  また、Hitachi Cable Asia Pacific Pte. Ltd.は、
Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd. に、　
Ayutthaya HCL Co., Ltd.は、AHCL (Thailand)
Co., Ltd.、にそれぞれ商号変更いたしました。

※　Euro Wire & Cable Services,Industry and Trading

Limited Liability Companyは清算手続中であり、重要

性が低下したため、連結の範囲から除外しておりま

す。

　華南電線加工有限公司は保有株式を全て売却した

ため、連結の範囲から除外しております。

　Hitachi Bangkok Cable Co., Ltd.の株式を一部売却し

たことにより、持分法適用会社となったことで連結

の範囲から除外しております。

　Hitachi Cable Korea, Ltd.は清算が結了したため連結

の範囲から除外しております。

創生株式会社は日立電線ラバーテクノロジー株式会

社に商号変更しております。

(2）非連結子会社

LHCE Engineering Co., Ltd　１社

(2）非連結子会社

LHCE Engineering Co., Ltd等 ２社

(3）非連結子会社について連結の範囲から除外した理由

　連結の範囲から除外した子会社の総資産、売上高、当

期純利益及び利益剰余金等は、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して

おります。

(3）非連結子会社について連結の範囲から除外した理由

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した会社は、非連結子会社１社及び関

連会社20社のうち、下記16社であります。

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した会社は、非連結子会社２社及び関

連会社18社のうち、下記14社であります。

関連会社

㈱ジェイ・パワーシステムズ、

㈱アドバンスト・ケーブル・システムズ、

日本製線㈱、住電日立ケーブル㈱、

㈱CNMP Holdings、上海日光銅業有限公司、

Thai Wire & Cable Services Co.,Ltd.、

Oxford Wire & Cable Services,Inc.、

Luvata Hitachi Cable (Thailand) Ltd.、

中天日立光纜有限公司、㈱日光商会、

UniData Communication Systems Inc.、

EMC TECH CO.,LTD.、

中天日立射頻電纜有限公司、 

瀋陽北恒日立銅材有限公司、

三洲電線㈱

関連会社

㈱ジェイ・パワーシステムズ、

㈱アドバンスト・ケーブル・システムズ、

日本製線㈱、住電日立ケーブル㈱、

㈱CNMP Holdings、上海日光銅業有限公司、

Luvata Hitachi Cable (Thailand) Ltd.、

中天日立光纜有限公司、㈱日光商会、

UniData Communication Systems Inc.、

中天日立射頻電纜有限公司、 

瀋陽北恒日立銅材有限公司、

三洲電線㈱、

Hitachi Bangkok Cable Co.,Ltd.

　 ※　Hitachi Bangkok Cable Co.,Ltd.の株式を一部売却し

たことにより、連結の範囲から除外され持分法適用

の範囲に含めております。

　　Oxford Wire & Cable Services,Inc.の全株式を売却した

ため、持分法適用の範囲から除外しております。

　　EMC TECH CO.,LTD.の株式を一部売却したことに

より、持分比率が低下したため持分法適用の範囲か

ら除外しております。

　　Thai Wire & Cable Services Co.,Ltd.の株式を一部売却

したことにより、持分比率が低下したため持分法適

用の範囲から除外しております。

(2）持分法を適用しない非連結子会社１社及び関連会社

４社は、それぞれ連結損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありま

せん。

(2）持分法を適用しない非連結子会社２社及び関連会社

４社は、それぞれ連結損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありま

せん。

持分法を適用しない非連結子会社

LHCE Engineering Co., Ltd １社

持分法を適用しない非連結子会社

LHCE Engineering Co., Ltd等 ２社

持分法を適用しない関連会社 

奥田金属㈱等　４社

持分法を適用しない関連会社 

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等に関する事項 ３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、

上海日立電線有限公司、

日立電線（蘇州）有限公司、

華南電線加工有限公司、

Hitachi Cable (Johor) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.、

Hitachi Cable Manchester Inc.、

Hitachi Cable Indiana,Inc.、

Thai Hitachi Enamel Wire Co.,Ltd.、

Hitachi Cable Philippines,Inc.、

Hitachi Bangkok Cable Co.,Ltd.、

Hitachi Cable PS Techno(Malaysia) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable America Inc.、

Hitachi Cable Asia Ltd.、

Hitachi Cable Europe Ltd.、

Giga Epitaxy Technology Corporation、

HC Queretaro S.A.de C.V.、 

Euro Wire & Cable Services,Industry and 

Trading Limited Liability Company、

HDS国際(香港)有限公司、Hitachi Cable UK,Ltd.、

大連保税区日立電線貿易有限公司、 

HCAS Thai Trading Co.,Ltd.、

PHCP,INC.、日立電線(蘇州)精工有限公司、

AHCL (Thailand) Co., Ltd.、

日立電線（中国）商貿有限公司、

Hitachi Cable Korea,Ltd.、

深?日立電線有限公司、

Hitachi Cable Florida,Inc.、

Hitachi Cable Vietnam Co.,Ltd.、

PHCP Properties Holdings,Inc.、

Hitachi Cable Asia Pacific (HCAP) Pte. Ltd.、

Akutron LLC

の決算日は、平成20年12月31日であります。

Hitachi Cable Austria GmbH

の決算日は、平成21年 1月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸

表を使用し、平成21年３月31日までの間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

　なお、創生株式会社は、当連結会計年度において決算

期を１月31日から３月31日に変更し、当連結会計年度

は２月１日から翌３月31日の14ヶ月となっておりま

す。 

連結子会社のうち、

上海日立電線有限公司、

日立電線（蘇州）有限公司、

Hitachi Cable (Johor) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.、

Hitachi Cable Manchester Inc.、

Hitachi Cable Indiana,Inc.、

Thai Hitachi Enamel Wire Co.,Ltd.、

Hitachi Cable Philippines,Inc.、

Hitachi Cable PS Techno(Malaysia) Sdn.Bhd.、

Hitachi Cable America Inc.、

Hitachi Cable Asia Ltd.、

Hitachi Cable Europe Ltd.、

Giga Epitaxy Technology Corporation、

HC Queretaro S.A.de C.V.、 

HDS国際(香港)有限公司、Hitachi Cable UK,Ltd.、

大連保税区日立電線貿易有限公司、 

HCAS Thai Trading Co.,Ltd.、

PHCP,INC.、日立電線(蘇州)精工有限公司、

AHCL (Thailand) Co., Ltd.、

日立電線（中国）商貿有限公司、

深?日立電線有限公司、

Hitachi Cable Florida,Inc.、

Hitachi Cable Vietnam Co.,Ltd.、

PHCP Properties Holdings,Inc.、

Hitachi Cable Asia Pacific (HCAP) Pte. Ltd.、

Akutron LLC

の決算日は、平成21年12月31日であります。

Hitachi Cable Austria GmbH

の決算日は、平成22年 1月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸

表を使用し、平成22年３月31日までの間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産

　主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方式に

より算定）を採用しております。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日公表分）を適用しております。

　これにより、営業損失は1,049百万円、経常損失及

び税金等調整前当期純損失は、それぞれ

1,066百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産

　主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方式に

より算定）を採用しております。

②　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算定）

②　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　同左

  

時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

時価のないもの

　同左

③　デリバティブ

時価法

③　デリバティブ

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法(ただし、建物及び附属設備については定額法

)を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法(ただし、建物及び附属設備については定額法

)を採用しております。

　（追加情報）

　　当社及び国内連結子会社は、機械装置の耐用年数に

ついて法人税法の改正を契機に見直しを行なった結

果、主に製品のライフサイクルの短縮化により、設備

改造や更新が従来にも増して短期間に行なわれるこ

とが見込まれることとなったため、当連結会計年度

よりこれらを反映した耐用年数に変更しておりま

す。

　　これにより、営業損失は2,901百万円、経常損失及び

税金等調整前当期純損失は、それぞれ2,965百万円増

加しております。

　 　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

　

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。なお、所有権移転外

ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。  

③　リース資産

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上することとしております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、過去勤務債務の処理につ

いては、各連結会計年度の発生時に主に一括で費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、過去勤務債務の処理につ

いては、各連結会計年度の発生時に主に一括で費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

（会計方針の変更）

　「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（そ

の３）」（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）が平成21年３月31日以前に開始する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準を適用しております。

 　数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却す

るため、これによる営業損失、経常損失及び税金等

調整前当期純損失に与える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付

債務の差額の未処理残高は1,192百万円でありま

す。

 

③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

同左 

（追加情報）

　当社は、平成20年３月28日開催の報酬委員会におい

て、役員退職慰労金の廃止を決定し、廃止に伴う打切

り日（執行役は平成20年３月31日、執行役を兼務し

ない取締役は平成20年６月27日）までの在任期間に

対応する退職慰労金として、従来の役員退職慰労金

規則に基づいて、平成20年度末における支給見込額

を計上しております。

（追加情報）

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産・負債は連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

 （会計方針の変更）

　在外子会社等の資産・負債及び収益・費用は、従来、

在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しておりましたが、

当連結会計年度より収益・費用は原則法である期中平

均為替相場により円貨に換算しております。 

　 この変更は、連結会計年度を通じて発生する収益及

び費用の換算において、連結会計年度の為替相場の変

動を連結財務諸表に適正に反映させ、企業状況をより

実状に即して表示するために行なったものでありま

す。

 　なお、この変更による損益への影響は軽微でありま

す。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産・負債は連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

(5）収益及び費用の計上基準

　長期・大型請負工事（工期１年超、請負金額５億円以

上）の収益及び費用の計上基準については、工事進行

基準を採用しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の　

　確実性が認められる工事 

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

　　法） 

ロ　その他の工事 

　　工事完成基準 

(会計方針の変更) 

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請

負金額500百万円以上かつ工期１年超の工事について

は工事進行基準を、その他の工事については工事完成

基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成

19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した

工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。 

　なお、この変更による売上高及び損益への影響はあり

ません。 
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

(イ）借入金の変動金利

金利スワップについて特例処理の要件を充た

している場合には、特例処理を採用しておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

(イ）借入金の変動金利

同左

(ロ）原材料価格変動 

繰延ヘッジを採用しております。 

(ロ）原材料価格変動 

同左 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ）ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金の変動金利

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ）ヘッジ手段・・・同左

ヘッジ対象・・・同左

(ロ）ヘッジ手段・・・コモディティ・スワップ

ヘッジ対象・・・原材料

(ロ）ヘッジ手段・・・同左

ヘッジ対象・・・同左

③　ヘッジ方針

一部の借入金における金利及び原材料の市場変動

リスク回避を目的としてデリバティブ取引を行って

おり、投機目的の取引は行っておりません。

③　ヘッジ方針

同左 

④　ヘッジ有効性評価の方法

コモディティ・スワップについては、ヘッジ手段

とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一

であるため、有効性の判定は省略しており、また、金

利スワップについては、特例処理の要件を充たして

いるため、有効性の評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等

　税抜方式によっております。

　　　　　　　―――――

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等

同左

②　連結納税制度の適用

　当連結会計年度から連結納税制度を適用してお

ります。　

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、一括もしくは

20年以内で個別にその事情を勘案した償却年数にて償却

しております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左　

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。

　当連結会計年度においては、リース取引開始日が平成20

年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・リース取

引はありませんでしたので、この変更による損益への影響

はありません。

 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

―――――　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 

　

―――――
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （連結貸借対照表）

１　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当

連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞ

れ13,990百万円、33,434百万円、12,348百万円であります。

 

２　前連結会計年度末において、無形固定資産にて区分掲記

しておりました「ソフトウエア等」は、資産の総額の100

分の５以下であるため、当連結会計年度末より、無形固定

資産の「その他」に区分掲記しております。なお、当連結

会計年度末における額は8,989百万円であります。 

３　前連結会計年度末において、流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払法人税等」は、当連結会

計年度末より区分掲記しております。なお、前連結会計年

度末における額は2,721百万円であります。

 

 （連結貸借対照表）

―――――

　

（連結損益計算書） 

１　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「固定資産賃貸料」は、営業外

収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。なお、前連結会計年度における

額は328百万円であります。 

２　前連結会計年度において、営業外費用にて区分掲記して

おりました「固定資産処分損」は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、当連結会計年度より営業外

費用の「その他」に含めて表示しております。なお、当連

結会計年度における額は762百万円であります。 

３　前連結会計年度において、営業外費用にて区分掲記して

おりました「たな卸資産廃棄損」は、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、当連結会計年度より営業

外費用の「その他」に含めて表示しております。なお、当

連結会計年度における額は510百万円であります。

４　前連結会計年度において、特別利益の「その他」に含め

て表示しておりました「前期損益修正益」は、特別利益

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区

分掲記しております。 なお、前連結会計年度における額

は８百万円であります。

（連結損益計算書） 

１　前連結会計年度において、営業外収益にて区分掲記して

おりました「物品売却益」は、営業外収益の総額の100分

の10以下となったため、当連結会計年度より営業外収益

の「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会

計年度における額は384百万円であります。 

２　前連結会計年度において、営業外収益にて区分掲記して

おりました「固定資産賃貸料」は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、当連結会計年度より営業外

収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当連

結会計年度における額は369百万円であります。 

３　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「固定資産除却損」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。なお、前連結会計年度における

額は762百万円であります。

４　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「前期損益修正損」は、当連結会

計年度より区分掲記しております。 なお、前連結会計年

度における額は385百万円であります。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

５　前連結会計年度において、特別利益の「その他」に含め

て表示しておりました「投資有価証券売却益」は、特別

利益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度よ

り区分掲記しております。 なお、前連結会計年度におけ

る額は２百万円であります。

６　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「固定資産除却損」は、特別損失

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区

分掲記しております。 なお、前連結会計年度における額

は241百万円であります。 

５　前連結会計年度において、特別損失にて区分掲記してお

りました「固定資産除却損」は、特別損失の総額の100分

の10以下となったため、当連結会計年度より特別損失の

「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度における額は112百万円であります。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１　前連結会計年度において、「投資有価証券売却損益[益:

△]」と区分掲記しておりましたが、当連結会計年度よ

り、重要性がないため、営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しております。なお、当連

結会計年度における額は△24百万円であります。

２　前連結会計年度において、「投資有価証券評価損」と区

分掲記しておりましたが、当連結会計年度より、重要性が

ないため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度に

おける額は312百万円であります。

３　前連結会計年度において、「有形固定資産売却益」と区

分掲記しておりましたが、当連結会計年度より、重要性が

ないため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度に

おける額は△83百万円であります。

４　前連結会計年度において、「投資有価証券の取得による

支出」と区分掲記しておりましたが、当連結会計年度よ

り、重要性がないため、投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しております。なお、当連

結会計年度における額は△47百万円であります。

５　前連結会計年度において、「有形固定資産の売却による

収入」と区分掲記しておりましたが、当連結会計年度よ

り、重要性がないため、投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しております。なお、当連

結会計年度における額は202百万円であります。

６　前連結会計年度において、「自己株式の取得による支

出」と区分掲記しておりましたが、当連結会計年度より、

重要性がないため、財務活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会

計年度における額は△19百万円であります。

７　前連結会計年度まで、「貸付による支出」及び「貸付金

の回収による収入」とに区分掲記しておりましたが、短

期貸付金については期間が短く、かつ、回転が速い項目で

あるため、当連結会計年度より「短期貸付金の純増減

額」として純額表示しております。なお、当連結会計年度

において、前連結会計年度と同様に表示した場合には、

「貸付による支出」は△2,649百万円、「貸付金の回収に

よる収入」は722百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１　営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

売却損益[益:△]」は、前連結会計年度は「その他」に含

めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「投

資有価証券売却損益[益:△]」は△24百万円であります。

２　営業活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産

除却損」は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏

しくなったため「その他」に含めております。

　　なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「有

形固定資産除却損」は471百万円であります。

３　投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の売却による収入」は、当連結会計年度において、金額的

重要性が乏しくなったため「その他」に含めておりま

す。　　

　　なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「投

資有価証券の売却による収入」は205百万円であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日現在）

当連結会計年度末
（平成22年３月31日現在）

※１　受取手形裏書譲渡高 747百万円

債権流動化による手形譲渡高 3,299 

債権流動化による売掛債権譲

渡高
5,200 

受取手形割引高 278 
 

※１　受取手形裏書譲渡高 466百万円

債権流動化による手形譲渡高 2,262 

　 　 

　 　 
 

※２　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対するものは、次のとおりであります。

※２　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券 10,269百万円

（うち、共同支配企業に対する投資の金額 

 6,202百万円）

その他 2,438百万円

（うち、共同支配企業に対する投資の金額 

 1,061百万円）
 

投資有価証券 13,839百万円

（うち、共同支配企業に対する投資の金額 

 10,479百万円）

その他 2,911百万円

（うち、共同支配企業に対する投資の金額 

 1,152百万円）
 

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

土地 320百万円 ( 211百万円)

建物・構築物 272  ( 209      )

計 592  ( 420      )
 

土地 109百万円

建物・構築物 58　

計 167      
 

　担保付債務は、次のとおりであります。 　担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 640百万円 ( 40百万円)

長期借入金 23 ( 23      )

計 663  ( 63      )

　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。
 

短期借入金 600百万円

計 600     

　
 

４　偶発債務

(1）債務保証

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり債務保証をしております。

４　偶発債務

(1）債務保証

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり債務保証をしております。

被保証者
被保証債務の
内容

保証金額
（百万円）

上海日光銅業有限公司 借入金 1,132
瀋陽北恒日立銅材有限公
司

借入金 979

㈱ジェイ・パワーシステ
ムズ

契約履行
ボンド・ 借
入金

5,475

Luvata Hitachi Cable
（Thailand）Ltd. 借入金 9

中天日立光纜有限公司 借入金 222
中天日立射頻電纜有限公
司

借入金 266

計 － 8,083
 

被保証者
被保証債務の
内容

保証金額
（百万円）

上海日光銅業有限公司 借入金 1,430
住電日立ケーブル㈱ 借入金 1,100

㈱ジェイ・パワーシステ
ムズ

契約履行
ボンド・ 借
入金

2,464

Luvata Hitachi Cable
（Thailand）Ltd. 借入金 543

中天日立光纜有限公司 借入金 211
中天日立射頻電纜有限公
司

借入金 491

計 － 6,239
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前連結会計年度末
（平成21年３月31日現在）

当連結会計年度末
（平成22年３月31日現在）

（注）従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への

債務保証に関しては住宅資金貸付保険が付保されてお

り、将来において実損が発生する可能性がないため、偶

発債務から除外しております。

 

（注）従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への

債務保証に関しては住宅資金貸付保険が付保されてお

り、将来において実損が発生する可能性がないため、偶

発債務から除外しております。

 

(2）経営指導念書 (2）経営指導念書

対象者 内容
金額

（百万円）
㈱アドバンスト・ケーブル
・システムズ

借入金 560

計  560
 

対象者 内容
金額

（百万円）
㈱アドバンスト・ケーブル
・システムズ

借入金 437

計  437
 

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

販売直接費 11,548百万円
従業員給料手当 13,445 
貸倒引当金繰入額 67 
退職給付費用 1,344 
技術研究費 7,618 

 

販売直接費 10,058百万円
従業員給料手当 11,100 
貸倒引当金繰入額 97 
退職給付費用 1,381 
技術研究費 6,581 

 
  

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 11,078百万円  9,612百万円

　　

―――――

 

※３　事業構造改善費用については、次のとおりでありま

す。　

早期退職特別加算金等 753百万円
固定資産除却損 76 
その他諸費用 19 
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※３　減損損失 

 ①

用途 化合物半導体事業

場所
高砂工場
（茨城県日立市）

種類 建物、機械装置、備品他

減損損失額
建物1,226百万円
機械装置1,256百万円、備品他171
百万円、計2,653百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値

※４　減損損失 

 ①

用途 銅管事業

場所
土浦工場
（茨城県土浦市）

種類 機械装置、備品他

減損損失額
機械装置638百万円、備品他16百
万円、計654百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みと
なったため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値

 ②

用途 パッケージ材料（ＣＯＦ）事業

場所
電線工場
（茨城県日立市）

種類 機械装置、備品他

減損損失額
機械装置1,219百万円、備品他27百
万円、計1,246百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

市場評価額

 

 ②

用途 自動車用部品事業　

場所
Hitachi Cable
Indiana, Inc.
（アメリカ）

種類 機械装置、リース資産、建物

減損損失額
機械装置315百万円、リース資産166
百万円、建物3百万円、計484百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため他

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算
定方法

市場評価額
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ③

用途 自動車用部品（電装部品）事業

場所
高砂工場
（茨城県日立市）

種類 機械装置、備品他

減損損失額
機械装置613百万円、備品他36百
万円、計649百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みと
なったため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

市場評価額

 ③

用途 機器電線事業他

場所
日立電線ファインテック㈱（茨城県
日立市）

種類 機械装置、土地、建物他

減損損失額
機械装置199百万円、土地54百万円、
建物他50百万円、計303百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため他

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

市場評価額他

 ④

用途 自動車用部品（ホース）事業

場所
電線工場
（茨城県日立市）

種類 建物、機械装置、備品他

減損損失額
建物126百万円
機械装置425百万円、備品他23百
万円、計574百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みと
なったため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値

 

 ④

用途 ＯＡローラー事業

場所
日立電線ラバーテクノロジー㈱（静
岡県駿東郡清水町）

種類 のれん
減損損失額 のれん238百万円
減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ⑤

用途 パッケージ材料（ＣＯＦ）事業

場所
日立電線フィルムデバイス㈱（山梨
県中央市）

種類 機械装置、リース資産、備品他

減損損失額
機械装置417百万円
リース資産2,030百万円、備品他65
百万円、計2,512百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

市場評価額

 ⑤

用途 遊休資産他

場所
三沢グラウンド（青森県三沢市）
他

種類 土地、機械装置

減損損失額
土地8百万円、
機械装置7百万円、計15百万円

減損損失の認識に
至った経緯

帳簿価額に比較して市場価額が
下落したため他

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

固定資産税評価額他

 ⑥

用途 機器電線事業他

場所
日立電線ファインテック㈱（茨城県
日立市）

種類 機械装置、備品、建物他

減損損失額
機械装置732百万円、備品179百万
円、建物他205百万円、計1,116百万
円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 使用価値他
回収可能価額の算
定方法

割引率4.5%を用いた使用価値他

 

 

 （グルーピングの方法）

　他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て事業部門別にグルーピングを行っております。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ⑦

用途 処分確定資産他

場所
Hitachi Cable
Indiana, Inc.
（アメリカ）他

種類 機械装置、建物他

減損損失額
機械装置227百万円、建物他13百
万円、計240百万円

減損損失の認識に
至った経緯

資産の処分が確定したため他

回収可能価額 正味売却価額他
回収可能価額の算定
方法

市場評価額他

 

　

 （グルーピングの方法）

　他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て事業部門別にグルーピングを行っております。
 

 

　
 

※４　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

 　 6,829百万円

※５　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

 　 395百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 374,018,174 － － 374,018,174

合計 374,018,174 － － 374,018,174

自己株式     

普通株式 （注） 10,469,883 61,276 30,462 10,500,697

合計 10,469,883 61,276 30,462 10,500,697

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加61,276株は、単元未満株式の買取りによる増加54,476株、持分法適用会社

　　　による当社株式の購入による増加6,800株であります。減少30,462株は、単元未満株式の売却による減少でありま

　　　す。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月29日

取締役会
普通株式 1,545 4.25 平成20年３月31日 平成20年５月30日

平成20年10月30日

取締役会（書面決議）
普通株式 1,545 4.25 平成20年９月30日 平成20年12月２日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月28日

取締役会
普通株式 1,091 利益剰余金 3.00 平成21年３月31日 平成21年５月29日

 

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

 75/145



当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 374,018,174 － － 374,018,174

合計 374,018,174 － － 374,018,174

自己株式     

普通株式 （注） 10,500,697 27,248 924,677 9,603,268

合計 10,500,697 27,248 924,677 9,603,268

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加27,248株は、単元未満株式の買取りによる増加27,223株、東北ゴム㈱との

　　　株式交換により生じた端数株式の買取りによる増加25株であります。減少924,677株は、東北ゴム㈱との株式交

　　　換に係る自己株式の交付による減少915,917株、単元未満株式の売渡しによる減少8,760株であります 。 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月28日

取締役会
普通株式 1,091 3.00 平成21年３月31日 平成21年５月29日

平成21年10月28日

取締役会
普通株式 909 2.50 平成21年９月30日 平成21年12月２日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月31日

取締役会
普通株式 911 利益剰余金 2.50 平成22年３月31日 平成22年６月１日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 8,038百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△73

現金及び現金同等物 7,965

現金及び預金勘定 8,301百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△362

現金及び現金同等物 7,939

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

　　始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取

　　得のための支出（純額）との関係は次のとおりであり

　　ます。

 

　(1) 創生㈱

―――――

　

　

　

　

　

　

　

流動資産  473百万円

固定資産  1,828

のれん  973

流動負債  △874

固定負債  △725

創生㈱株式の取得価額  1,675

創生㈱現金及び現金同等物  △14

差引：創生㈱取得のための支

出

  

1,661

 

　(2) 日立電線フィルムデバイス㈱

　      

　      

　      

　      

　      

　      

      

　   

    

 

　

流動資産  1,369百万円

固定資産  5,212

のれん  48

流動負債  △443

固定負債  △198

日立電線フィルムデバイス㈱

株式の取得価額 

  

5,988

日立電線フィルムデバイス㈱

現金及び現金同等物 

  

△1

差引：日立電線フィルムデバ

イス㈱取得のための支出

  

5,987
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　(3) Hitachi Cable Austria GmbH 　

流動資産  637百万円

固定資産  15

のれん  1,315

流動負債  △295

固定負債  △325

為替換算調整勘定  2

少数株主持分  △10

Hitachi Cable Austria

GmbH株式の取得価額

  

1,339

Hitachi Cable Austria

GmbH現金及び現金同等物

  

△121

差引：Hitachi Cable

Austria GmbH取得のための支出

  

 

1,218
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　ファイナンス・リース取引(借主側)

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

     有形固定資産

 　　主として、生産設備(機械装置及び運搬具)及び事務

    通信機器(工具器具備品)であります。 

 ②リース資産の減価償却の方法

 　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.会

計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

 　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年3月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び連結会計年度末残高相当額 

１　ファイナンス・リース取引(借主側)

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

     有形固定資産

 　　主として、生産設備(機械装置及び運搬具)及び事務

    通信機器(工具器具備品)であります。 

 ②リース資産の減価償却の方法

 　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.会

計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

 　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年3月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び連結会計年度末残高相当額 

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

連結会計
年度末残
高相当額
（百万円）

機械装
置、車両
運搬具及
び工具器
具備品

6,163 2,833 2,271 1,059

 

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

連結会計
年度末残
高相当額
（百万円）

機械装
置、車両
運搬具及
び工具器
具備品

5,407 2,988 1,685 734
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2）未経過リース料連結会計年度末残高相当額等

    未経過リ－ス料期末残高相当額

(2）未経過リース料連結会計年度末残高相当額等

    未経過リ－ス料期末残高相当額

１年内 1,033 百万円

１年超 2,323  

合計

リ－ス資産減損勘定の残高

3,356 

2,080 
 

 

１年内 904 百万円

１年超 1,377  

合計

リ－ス資産減損勘定の残高

2,281 

1,440 
 

 
(3）支払リース料、リ－ス資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リ－ス資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料

リ－ス資産減損勘定取崩額

1,198 

210 

百万円

 

減価償却費相当額 913  

支払利息相当額 89  
 

支払リース料

リ－ス資産減損勘定取崩額

1,080 

638 

百万円

 

減価償却費相当額 375  

支払利息相当額 77  
 

(4）減損損失                        1,998 百万円

 

(5）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減損損失                        －百万円

 

(5）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(6）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(6）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  

 

（金融商品関係）

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

  当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入、社債及びグループ

ＣＭＳ(キャッシュマネージメントシステム)の活用により資金を調達しております。デリバティブは、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を行う

ことで生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用

してヘッジしております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金、社債の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、償還日は最長で決算日後

７年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ

取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約

取引等、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引、主要原材料である

銅の価格変動リスクに対するヘッジを目的としたコモディティ・スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に

関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下

さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、与信管理部門が中心となり主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。また、連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて同様の管理を行っております。

　 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関等に限定しているため信用リスクはほ

とんどないと認識しております。
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②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権について、月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約

を利用してヘッジしております。また、当社は、一部の借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金

利スワップ取引を利用しております。また、主要原材料である銅の価格変動リスクを抑制するために、コモディ

ティ・スワップ取引を利用しております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市

況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行なってお

ります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、各部署からの支払依頼に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 8,301 8,301 －

(2）受取手形及び売掛金 84,562 　 　

       貸倒引当金 △478　 　 　

　 84,084　 84,084　 －

(3）有価証券及び投資有価証券 5,063 5,063 －

　資産計 97,448 97,448　 －

(1）支払手形及び買掛金 60,970 60,970 －

(2）短期借入金 20,274 20,274 －

(3）社債 5,000 4,856 △144

(4) 長期借入金　 23,500 23,717 217

　負債計 109,744 109,817 73

 デリバティブ取引(*1)     (433)　 (433)　 －

　(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)社債、(4)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計を当該借入の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定

する方法によっております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 　

関係会社株式 13,839
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区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 　

非上場株式　 1,647　

その他　 46　

  これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 8,301 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 84,084 －　 －　 －　

合計 92,385　 － － －

４. 社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

 連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度末（平成21年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 1,821 2,716 895

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 297 301 4

小計 2,118 3,017 899

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 1,048 752 △296

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,048 752 △296

合計 3,166 3,769 603

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成20年４月1日から平成21年３月31日まで）
売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

574 26 －

 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)子会社株式及び関係会社株式 10,269

(2)その他有価証券  

非上場株式 1,689

その他 49

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

該当事項はありません。 

 

  

　（注）　当連結会計年度において、有価証券について 312 百万円（その他有価証券で時価のない非上場株式 106 百万円）

の減損処理をしております。

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。
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 当連結会計年度末（平成22年３月31日現在）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 4,585 2,532 2,053

(2）債券 － － －

(3）その他 176 174 2

小計 4,761 2,706 2,055

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 302 358 △56

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 302 358 △56

合計 5,063 3,064 1,999

（注）非上場株式他（連結貸借対照表計上額　1,693百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成21年４月1日から平成22年３月31日まで）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 205 112 △1

(2）債券                         －                         －                         －

(3）その他 281 3 －

合計 486 115 △1

　　

３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、その他有価証券の株式について38百万円の減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 

１．取引の状況に関する事項（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

(1) 取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引等、金利関連では金利スワップ取引、

　原材料価格関連ではコモディティ・スワップであります。 

(2) 取引に対する取組方針

　　デリバティブ取引は、将来の為替・金利・原材料価格の変動によるリスク回避を目的としており、

　投機的な取引は行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

　　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避することを目的とし、

　金利関連では借入金の金利変動リスクを回避することを目的とし、原材料価格関連では主要原材料であ

　る銅の価格変動リスクを回避する目的で利用しております。

　　なお、デリバティブ取引を利用して金利関連と原材料価格関連においてヘッジ会計を行っております。

　①　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を適用しております。 

　　　なお、金利スワップについては、特例処理の条件を充たしている場合に特例処理を採用しており

　　ます。 

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　(イ）ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　　　　 ヘッジ対象・・・借入金の変動金利

　　　(ロ）ヘッジ手段・・・コモディティ・スワップ

　　　　　 ヘッジ対象・・・原材料

　③　ヘッジ有効性評価の方法

　　　コモディティ・スワップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が

　　同一であるため、有効性の判定は省略しており、また、金利スワップについては、特例処理の要件

　　を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

　　デリバティブ取引の市場リスクに対しては、取引をヘッジ目的に限定して市場動向の迅速な把握によ

　り対応しております。また、信用リスクに対しては、取引先を信用力のある銀行・証券会社に限定して

　おり、市場リスク・信用リスクはほとんどないものと判断しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

　　取引の執行・管理は、それぞれの資産・負債の管理部署で行っておりますが、社内規程に基づき、執

　行にあたっては経理担当役員の認可事項とし、定期的に経理担当役員に報告することによりリスク管理

　を行っております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

　　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契

　約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すもの

　ではありません。 
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２．取引の時価等に関する事項（平成21年3月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

(1）通貨関連

区分 種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以

外の取引

 

 

為替予約取引     

売建     

米ドル 11,236 － 11,748 △512

買建     

米ドル 45 － 48 3

ユーロ 589 － 518 △71

合計 － － － △580

　（注）１　時価の算定方法

先物為替相場によっております。

２　ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いています。
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当連結会計年度 （平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連

区分 取引の種類

当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外
の取引

為替予約取引     
売建     
米ドル 10,720 － △217 △217
ユーロ 48 － 2 2
日本円 2 － 0 0
買建     
米ドル 29 － 0 0
ユーロ 193 － △42 △42
日本円 408 － △8 △8
シンガポール
ドル

36 － △1 △1

合計 11,436 － △266 △266

　(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

(2)商品関連

区分 取引の種類

当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の

取引

 　 　 　 　

コモディティ・スワップ 　 　 　 　

　　売建 7,525 － △236 △236

　　買建 7,757 － 4 4

合計 15,282 － △232 △232

　(注) 時価の算定方法

LME(ロンドン金属取引所)等の最終価格と期末の直物為替相場を使用しております。　

　

　２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)商品関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　
（百万円）　

契約額等の
うち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

原則的処理方
法

　
コモディティ・スワップ

    

 　売建  原材料 2,390 737 △274
　 買建 原材料 2,325 526 339

合計 4,715 1,263 65

(注) 時価の算定方法

LME(ロンドン金属取引所)等の最終価格と期末の直物為替相場を使用しております。　
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(2)金利関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　
（百万円）　

契約額等の
うち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引     
変動受取・固定支払 　長期借入金 15,000　  15,000 (注)

　

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

 88/145



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けており

ましたが、当社につきましては、平成16年３月に、一部の国内連結子会社については、平成16年９月に、適格退

職年金制度を廃止し、確定給付企業年金法に基づく確定給付型年金であるキャッシュバランスプラン（市場

金利連動型年金）に移行いたしました。また、当連結会計年度において、一部の国内連結子会社は適格退職年

金制度から確定給付企業年金制度へ移行いたしました。なお、当社は退職給付信託を設定しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

  
前連結会計年度

（平成21年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成22年３月31日現在）
①　退職給付債務 （百万円） △89,340 △87,787

②　年金資産 （百万円） 47,749 51,430

③　未積立退職給付債務（①＋②） （百万円） △41,591 △36,357

④　未認識数理計算上の差異 （百万円） 22,433 13,300

⑤　未認識過去勤務債務 （百万円） 5 △246

⑥　連結貸借対照表計上額純額

　　　　　　　　　　(③+④+⑤）
（百万円） △19,153 △23,303

⑦　前払年金費用 （百万円） 3,358 1,332

⑧　退職給付引当金（⑥-⑦） （百万円） △22,511 △24,635

　（注）　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

  
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

①　勤務費用（注） （百万円） 3,048 3,021

②　利息費用 （百万円） 2,183 2,089

③　期待運用収益 （百万円） △1,332 △1,049

④　過去勤務債務の費用処理額 （百万円） 18 △2

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 （百万円） 2,826 4,082

⑥　割増退職金 （百万円） － 572

⑦　退職給付費用

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）
（百万円） 6,743 8,713

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上しております。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

①　退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 同左

②　割引率 主として2.4% 同左

③　期待運用収益率 主として2.5% 同左

④　過去勤務債務の処理年数

 　 主として１年 

主に各連結会計年度の発生時に

一括処理しております。

　  

同左

⑤　数理計算上の差異の処理年数

10年

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

 

同左
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（ストック・オプション等関係）

 

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 2000年ストック・オプション 2001年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役19名
当社取締役18名

当社従業員20名 

ストック・オプション数 普通株式　223,000株 普通株式　371,000株

付与日 平成12年８月８日 平成13年８月８日

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 平成14年７月１日から平成22年６月28日まで 平成15年７月１日から平成23年６月27日まで 

 

 2002年ストック・オプション 2003年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役18名

当社従業員15名 

当社取締役及び執行役18名

当社従業員14名 

ストック・オプション数 普通株式　333,000株 普通株式　342,000株

付与日 平成14年７月26日 平成15年７月25日

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 平成16年７月１日から平成24年６月26日まで 平成17年７月１日から平成20年６月26日まで 

 

 2004年ストック・オプション 2005年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役及び執行役16名

当社従業員15名 

当社取締役及び執行役18名

当社従業員13名 

ストック・オプション数 普通株式　328,000株 普通株式　336,000株

付与日 平成16年７月29日 平成17年７月27日

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 平成18年７月１日から平成21年６月28日まで 平成19年７月１日から平成22年６月28日まで 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）において存在したストック・オプション

を対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
2000年
ストック・
オプション

2001年
ストック・
オプション

2002年
ストック・
オプション

2003年
ストック・
オプション

2004年
ストック・
オプション

2005年
ストック・
オプション

権利確定前　（株）       

前連結会計年度末 ─ ─ ─ ─ ─ ─

付与 ─ ─ ─ ─ ─ ─

失効 ─ ─ ─ ─ ─ ─

権利確定 ─ ─ ─ ─ ─ ─

未確定残 ─ ─ ─ ─ ─ ─

権利確定後　（株）       

前連結会計年度末 203,000 351,000 281,000 32,000 257,000 197,000

権利確定 ─ ─ ─ ─ ─ ─

権利行使 ─ ─ 　　　─ 　　　─ 　　─ 　　─

失効 ─ ─ ─  　32,000 43,000 ─

未行使残 203,000 351,000 281,000 　　─ 214,000 197,000

 

②　単価情報

 
2000年
ストック・
オプション

2001年
ストック・
オプション

2002年
ストック・
オプション

2003年
ストック・
オプション

2004年
ストック・
オプション

2005年 
ストック・
オプション

権利行使価格　（円）　

　
1,628 669 587 357 521 498

行使時平均株価（円）

　　　
    ─       ─ ─ ─ ─ ─

公正な評価単価（付与

日）          （円）
　　─ 　　　─ ─ 　─ ─ ─

 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

 該当事項はありません。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 該当事項はありません。

 

４．連結財務諸表への影響額

 該当事項はありません。
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当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで） 

 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 2000年ストック・オプション 2001年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役19名
当社取締役18名

当社従業員20名 

ストック・オプション数 普通株式　223,000株 普通株式　371,000株

付与日 平成12年８月８日 平成13年８月８日

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 平成14年７月１日から平成22年６月28日まで 平成15年７月１日から平成23年６月27日まで 

 

 2002年ストック・オプション 2004年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役18名

当社従業員15名 

当社取締役及び執行役16名

当社従業員15名 

ストック・オプション数 普通株式　333,000株 普通株式　328,000株

付与日 平成14年７月26日 平成16年７月29日

権利確定条件 定めておりません 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません

権利行使期間 平成16年７月１日から平成24年６月26日まで 平成18年７月１日から平成21年６月28日まで 

 

 2005年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役及び執行役18名

当社従業員13名 

ストック・オプション数 普通株式　336,000株

付与日 平成17年７月27日

権利確定条件 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 

権利行使期間 平成19年７月１日から平成22年６月28日まで 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）において存在したストック・オプション

を対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
2000年
ストック・
オプション

2001年
ストック・
オプション

2002年
ストック・
オプション

2004年
ストック・
オプション

2005年
ストック・
オプション

権利確定前　（株）      

前連結会計年度末 ─ ─ ─ ─ ─

付与 ─ ─ ─ ─ ─

失効 ─ ─ ─ ─ ─

権利確定 ─ ─ ─ ─ ─

未確定残 ─ ─ ─ ─ ─

権利確定後　（株）      

前連結会計年度末 203,000 351,000 281,000 214,000 197,000

権利確定 ─ ─ ─ ─ ─

権利行使 ─ ─ 　　　─ 　　─ 　　─

失効 ─ ─ ─ 214,000 30,000

未行使残 203,000 351,000 281,000 ─ 167,000

 

②　単価情報

 
2000年
ストック・
オプション

2001年
ストック・
オプション

2002年
ストック・
オプション

2004年
ストック・
オプション

2005年 
ストック・
オプション

権利行使価格　（円）　　 1,628 669 587 521 498

行使時平均株価（円）　　　     ─       ─ ─ ─ ─

公正な評価単価（付与日）          

（円）
　　─ 　　　─ ─ ─ ─

 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

 該当事項はありません。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 該当事項はありません。

 

４．連結財務諸表への影響額

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成22年３月31日現在）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（百万円） （百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金 11,516

未払賞与 2,359

減損損失 4,908

棚卸資産の未実現利益 102

税務上の繰越欠損金 6,780

その他 8,127

繰延税金資産小計 33,792

評価性引当額 △31,887

繰延税金資産合計 1,905

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △240

退職給付信託設定益 △1,396

前払年金費用 △1,357

固定資産圧縮積立金 △287

特別償却準備金 △242

その他 △964

繰延税金負債合計 △4,486

繰延税金資産（負債）純額 △2,581

 
 

繰延税金資産  

退職給付引当金 12,564

未払賞与 2,204

減損損失 3,301

棚卸資産の未実現利益 305

税務上の繰越欠損金 9,497

その他 7,881

繰延税金資産小計 35,752

評価性引当額 △33,981

繰延税金資産合計 1,771

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △757

退職給付信託設定益 △1,396

前払年金費用 △538

固定資産圧縮積立金 △274

特別償却準備金 △95

その他 △998

繰延税金負債合計 △4,058

繰延税金資産（負債）純額 △2,287

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

  を省略しております。

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

  を省略しております。

 

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

 95/145



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

 
電線・ケー
ブル事業
（百万円）

情報通信
ネットワー
ク事業
（百万円）

高機能材料
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 243,300 76,563 170,092 3,196 493,151 － 493,151

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
9,728 6,268 7,730 13,612 37,338 (37,338) －

計 253,028 82,831 177,822 16,808 530,489 (37,338) 493,151

営業費用 255,086 78,945 195,106 16,128 545,265 (37,374) 507,891

営業利益又は営業損失(△) △2,058 3,886 △17,284 680 △14,776 　36 △14,740

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
       

資産 107,165 62,106 111,016 2,306 282,593 (3,635) 278,958

減価償却費 7,204 3,943 13,962 238 25,347 － 25,347

減損損失 1,198 － 7,792 － 8,990 － 8,990

資本的支出 10,087 4,576 15,535 184 30,382 － 30,382

　

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

 
電線・ケー
ブル事業
（百万円）

情報通信
ネットワー
ク事業
（百万円）

高機能材料
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 175,265 60,214 134,711 2,260 372,450 － 372,450

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
6,545 4,299 4,799 12,945 28,588 (28,588) －

計 181,810 64,513 139,510 15,205 401,038 (28,588) 372,450

営業費用 181,949 63,558 147,336 14,582 407,425 (28,594) 378,831

営業利益又は営業損失(△) △139 955 △7,826 623 △6,387 　6 △6,381

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
       

資産 119,121 55,155 117,792 1,935 294,003 (4,987) 289,016

減価償却費 6,453 3,943 10,738 216 21,350 － 21,350

減損損失 318 － 1,376 － 1,694 － 1,694

資本的支出 5,603 2,362 5,815 82 13,862 － 13,862

　（注）１　事業区分の方法

事業区分は、当社グループ製品等の製造方法・製造過程等並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮して

セグメンテーションしております。
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２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品等

電線・ケーブル事業
産業用ケーブル、巻線、機器用電線、配線部品、

電力用ケーブル（アルミ線、工事を含む）　他

情報通信ネットワーク事業

情報ネットワーク（情報ネットワーク機器、

ネットワークインテグレーション、光コンポーネント）、　　　　　　　　　　　　　　

　　　　ワイヤレスシステム（高周波・無線システム）、

通信ケーブル（光海底ケーブル、光ファイバケーブル、

メタル通信ケーブル）　他

高機能材料事業

化合物半導体、半導体パッケージ材料（TAB、リードフレーム）、

自動車用部品(ホース、センサ等)、伸銅品（銅管、銅条、

電気用伸銅品）　他

その他事業 物流　他

 

３　営業費用はすべて各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用として「消去又は全社」の項目に含

めたものはありません。

 

４　資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は以下のとおりであり、主なものは当社での余資

運用資金（現金及び有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。

前連結会計年度　　　　 2,965百万円　

当連結会計年度　　　　 2,842百万円　

 　　 

５　会計方針の変更

    （前連結会計年度）

　　たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(1)①に記載のとおり、当社及び国内連結会社は、通常

の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による低価法によっておりましたが、

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）により算定しております。この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用が電線・ケーブル

事業が15百万円、高機能材料事業が1,025百万円増加しており、それぞれ営業損失が同額増加しております。ま

た、情報通信ネットワーク事業の営業費用が９百万円増加し、営業利益が同額減少しております。     

 

６　有形固定資産の耐用年数の変更

    （前連結会計年度）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)①に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、機

械装置の耐用年数について法人税法の改正を契機に見直しを行い、当連結会計年度より耐用年数を変更して

おります。

　　この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用が電線・ケーブル事業が859百万円、高機能材料事業が1,951百万円

増加しており、それぞれ営業損失が同額増加しております。また、営業費用が情報通信ネットワーク事業が85

百万円、その他の事業が６万円増加し、それぞれ営業利益が同額減少しております。  
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

 
日本

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 380,772 112,379 493,151 － 493,151

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
31,957 7,172 39,129 (39,129) －

計 412,729 119,551 532,280 (39,129) 493,151

営業費用 426,425 120,847 547,272 (39,381) 507,891

営業損失（△） △13,696 △1,296 △14,992 252 △14,740

Ⅱ　資産 262,438 53,163 315,601 (36,643) 278,958

　

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

 
日本

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 299,897 72,553 372,450 － 372,450

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
29,919 3,917 33,836 (33,836) －

計 329,816 76,470 406,286 (33,836) 372,450

営業費用 334,641 77,902 412,543 (33,712) 378,831

営業損失（△） △4,825 △1,432 △6,257 (124) △6,381

Ⅱ　資産 273,017 59,432 332,449 (43,433) 289,016

　（注）１　前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日か

ら平成22年３月31日まで）において、「その他」に含まれるそれぞれの国又は地域の売上高が連結売上高の

各々10％未満のため、国又は地域別の記載を省略しております。

 

２　本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳

その他・・・・米国、タイ、中国等

 

３　営業費用はすべて各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用として「消去又は全社」の項目に含

めたものはありません。

 

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は以下のとおりであり、主なものは当社での余資運

用資金（現預金及び有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。

前連結会計年度　　　　 2,965百万円

当連結会計年度　　　　 2,842百万円
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５　 会計方針の変更 

　　（前連結会計年度）

　　たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(1)①に記載のとおり、当社及び国内連結会社は、通常

の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による低価法によっておりましたが、

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）により算定しております。この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は日本において

1,049百万円増加しており、同額営業損失が増加しております。　

　　 

６　 有形固定資産の耐用年数の変更

    （前連結会計年度）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)①に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、機

械装置の耐用年数について法人税法の改正を契機に見直しを行い、当連結会計年度より耐用年数を変更して

おります。この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は日本において2,901百万円増加しており、同額営業損

失が増加しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）
 アジア 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 94,707 35,811 9,089 139,607

Ⅱ　連結売上高（百万円）             493,151

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
19.2 7.3 1.8 28.3

　

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）
 アジア 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 65,135 21,418 6,425 92,978

Ⅱ　連結売上高（百万円）             372,450

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
17.5 5.8 1.7 25.0

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

 

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア・・・・中国、韓国、タイ、シンガポール

(2）北　米・・・・米国、カナダ

(3）その他・・・・イタリア、イギリス等

 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

100/145



【関連当事者情報】

前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

（追加情報） 

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。この結果、従来の開示対象範囲に加えて、LHCE Engineering Co., Ltd及びHitachi America Capital, Ltd.

が開示対象に追加されております。 

 

１．関連当事者との取引

　(1)　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
㈱日立製

作所 

東京都千

代田区 
282,034

電気機械

器具の製

造及び販

売 

（被所有） 

　直接　 52.8　

　間接　  0.4

当社製品の販売

同社製品の購入

資金の貸借 

当社製品

の販売 
7,870 売掛金 2,026

資金の

貸付
568

短期

貸付金
1,943

　　（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係 

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連

会社

㈱

ジェイ・

パワーシ

ステムズ

 

東京都港

区

4,000

 

電線・

ケーブル

関連の開

発・設計

・製造・

工事及び

海外向販

売

（所有） 

　直接　 50.0

 

同社製品の購入

役員の兼任等 

 

材料等の

代理購買

他

40,930 未収入金 5,703

債務保証 5,476 － －

住電日立

ケーブル

㈱

東京都台

東区
400

電線・

ケーブル

関連製品

の開発・

製造・製

造委託及

び販売

（所有） 

　直接　 40.0

　間接　 10.0

当社製品の販売

同社製品の購入

役員の兼任等 

当社製品

の販売
11,749 売掛金 3,674

非連結

子会社

LHCE

Engineering

Co., Ltd

タイ 0

ケーブル

関連の工

事及び設

計

（所有） 

　直接  100.0

資金援助

 役員の兼任等 
－ －　

長期

貸付金
1,997

　（注）　１．上記（ア） ～（イ） の金額のうち、営業取引の取引金額は、消費税等抜きで表示しております。

　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　(1)　製品の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　　　(2)　上記（ア）の資金の貸借について、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　　　　   　この資金の貸借は㈱日立製作所を中心とする資金融通制度を利用したもので、取引金額については純

　　　　　　　　 額で表示しております。

　　　　　　(3)　㈱ジェイ・パワーシステムズの銀行借入（19,000百万円）他につき、債務保証を行ったものであり、

　　　　　　　　 年率0.4%の保証料を受領しております。

　　　　　　(4)　LHCE Engineering Co., Ltdへの長期貸付金に対し、1,997百万円の貸倒引当金を計上しておりま

　　　　　　　　 す。なお、当連結会計年度において貸倒引当金繰入額の計上はありません。 
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　(2)　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連

会社

住電日立

ケーブル

㈱ 

東京都台

東区 
400

電線・

ケーブル

関連製品

の開発・

製造・製

造委託及

び販売 

（所有） 

　直接　 40.0　

　間接　 10.0

当社製品の販売

同社製品の購入

役員の兼任等 

同社製品

の購入

16,678

 

買掛金 4,032

支払手形 1,029

　　（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

　　　　　会社等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親

会社を持

つ会社

Hitachi

America

Capital,

Ltd.

アメリカ

 

3,000

(千米

　ドル)

北米にお

ける資金

調達とグ

ループ会

社への融

資、

キャッ

シュマネ

ジメント

サービス

の提供

－ 資金の借入
資金の

借入
746

短期

借入金
3,486

　（注）　１．上記（ア） ～（イ） の金額のうち、営業取引の取引金額は、消費税等抜きで表示しております。

　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　(1)　製品の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　　　(2)　資金の借入について、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　　　　   　この資金の借入はHitachi America Capital, Ltd.を中心とする資金融通制度を利用したもので、取引

　　　　　　　　 金額については純額で表示しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1)　親会社情報

　　　 ㈱日立製作所　（東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、ニューヨーク証券取引所に上場）

　(2)　重要な関連会社の要約財務情報

　　　 　当連結会計年度において、重要な関連会社は㈱ジェイ・パワーシステムズであり、その要約財務情報は以下の

　　　 とおりであります。

 

　　　　　　　流動資産合計　　　　　　　58,933 百万円

　　　　　　　固定資産合計　　　　　　　 5,763 百万円

 

　　　　　　　流動負債合計　　　　　　　51,034 百万円

　　　　　　　固定負債合計　　　　　　　 3,173 百万円

 

　　　　　　　純資産合計　　　　　　　　10,489 百万円

 

　　　　　　　売上高　　　　　　　　　  86,533 百万円

　　　　　　　税引前当期純利益金額　　　 1,615 百万円

　　　　　　　当期純利益金額　　　　　　　 975 百万円
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当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

 

１．関連当事者との取引

　(1)　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
㈱日立製

作所 

東京都千

代田区 
408,811

電気機械

器具の製

造及び販

売 

（被所有） 

　直接　 53.0　

　間接　  0.1

当社製品の販売

同社製品の購入

資金の貸借 

貸付金の

返済 
1,943 － －

資金の

借入

（※１）　

3,688
短期

借入金
3,688

　　（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係 

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連

会社

㈱ジェイ・パ

ワーシステム

ズ

東京都港

区
8,000

電線・

ケーブル

の開発・

設計・製

造・工事

及び販売

（所有） 

　直接　 50.0

同社製品の購入

役員の兼任等

材料等の

代理購買

他

28,672 未収入金 2,862

増資の

引受

（※２）　

4,000 － －

債務保証

（※３）　
2,464 － －

非連結

子会社

LHCE

Engineering

Co., Ltd

タイ 0

ケーブル

関連の工

事及び設

計

（所有） 

　直接  100.0

資金援助

 役員の兼任等 

資金の

貸付　
－

長期

貸付金

（※４）　

2,079

　（注）　１．上記（ア） ～（イ） の金額のうち、営業取引の取引金額は、消費税等抜きで表示しております。

　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　(1)　製品の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　　　(2)　※１の資金の貸借について、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　　　　   　この資金の貸借は㈱日立製作所を中心とする資金融通制度を利用したもので、取引金額については純

　　　　　　　　 額で表示しております。

　　　　　　(3)　※２の増資の引受は、同社が行った増資を住友電気工業㈱と折半して、１株100,000円で全額

　　　　　　　　 引き受けたものであります。　

　　　　　　(4)　※３の債務保証は、㈱ジェイ・パワーシステムズの銀行借入（4,500百万円）他につき、債務保証を

　　　　　　　　 行ったものであり、年率0.4%の保証料を受領しております。

　　　　　　(5)　※４のLHCE Engineering Co., Ltdへの長期貸付金に対し、2,079百万円の貸倒引当金を計上しており

　　　　　　　　 ます。なお、当連結会計年度において貸倒引当金繰入額の計上はありません。

 

　(2)　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連

会社

住電日立

ケーブル

㈱ 

東京都台

東区 
400

電線・

ケーブル

関連製品

の開発・

製造・製

造委託及

び販売 

（所有） 

　直接　 40.0　

　間接　 10.0

当社製品の販売

同社製品の購入

役員の兼任等 

同社製品

の購入
12,888 買掛金 3,160
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　　（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

　　　　　会社等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親

会社を持

つ会社

Hitachi

America

Capital,

Ltd.

アメリカ

 

3,000

(千米

　ドル)

北米にお

ける資金

調達とグ

ループ会

社への融

資、

キャッ

シュマネ

ジメント

サービス

の提供

－ 資金の借入

資金の

借入

（※１）　

1,350
短期

借入金
4,836

日立キャ

ピタル㈱

東京都港

区
9,983

リース、

ローン等

の金融

サービス

業

－ 支払業務の委託
支払業務

の委託　
11,385

支払手形

及び　

買掛金

3,864

　（注）　１．上記（ア） ～（イ） の金額のうち、営業取引の取引金額は、消費税等抜きで表示しております。

　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　(1)　製品の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　　　(2)　※１の資金の借入について、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　　　　   　この資金の借入はHitachi America Capital, Ltd.を中心とする資金融通制度を利用したもので、取引

　　　　　　　　 金額については純額で表示しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1)　親会社情報

　　　 ㈱日立製作所　（東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、ニューヨーク証券取引所に上場）

　(2)　重要な関連会社の要約財務情報

　　　 　当連結会計年度において、重要な関連会社は㈱ジェイ・パワーシステムズであり、その要約財務情報は以下の

　　　 とおりであります。

 

　　　　　　　流動資産合計　　　　　　　51,785百万円

　　　　　　　固定資産合計　　　　　　　 7,124百万円

 

　　　　　　　流動負債合計　　　　　　　36,762百万円

　　　　　　　固定負債合計　　　　　　　 3,235百万円

 

　　　　　　　純資産合計　　　　　　　　18,912百万円

 

　　　　　　　売上高　　　　　　　　　　79,811百万円

　　　　　　　税引前当期純利益金額　　　 2,654百万円

　　　　　　　当期純利益金額　　　　　　 1,547百万円
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 358.48円

１株当たり当期純損失金額(△) △147.92円

１株当たり純資産額 332.69円

１株当たり当期純損失金額(△) △25.04円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。
 

　（注）　１株当たり当期純損失金額、及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失(△) （百万円） △53,775 △9,110

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る当期純損失(△) （百万円） △53,775 △9,110

期中平均株式数 （千株） 363,532 363,754

   

潜在株式調整後１株当り当期純利益金額   

当期純利益調整額 (百万円) － －

普通株式増加数 (千株) 0 －

（うち新株予約権方式によるストックオ

プション） 
(0) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　新株予約権３種類及び新株引受権

２種類の目的となる株式（新株予

約権：692,000株、新株引受権：　

554,000株）。これらの詳細は、「第

４　提出会社の状況、１　株式等の状

況、(2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

　新株予約権２種類及び新株引受権

２種類の目的となる株式（新株予

約権：448,000株、新株引受権：　

554,000株）。これらの詳細は、「第

４　提出会社の状況、１　株式等の状

況、(2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保
償還期限
（年月日）

当社

 

第４回無担保社債 

(注)１．２ 

平成15.3.17
 5,000

(5,000)

 －

　
0.78 なし 平成22.3.17

当社

 

第５回無担保社債 

(注)１．２ 

平成22.3.16
 －

　

 5,000

　
1.24 なし 平成29.3.16

     合計   
 5,000

(5,000)

 5,000

　
－

 

 

　（注）１． (   )　内書は、１年以内の償還予定額であります。

 　　　 ２． 連結決算日後５年以内における償還予定額は、以下のとおりであります。

１年以内（百万円）
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ － － － －

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 15,390 20,274 1.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3,000 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 20,523 23,500 1.0 平成27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

その他有利子負債 － － －  －

合計 38,913 43,774 － －

　（注）１　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。

 

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － 15,000 － 8,500
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 79,871　 90,413　 97,254　 104,912　

税金等調整前四半期純損失

金額（△）（百万円）
△2,632 △1,751　 △1,086　 △3,392　

四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,839 △2,011　 △1,409　 △2,851　

１株当たり四半期純損失金

額（△）（円）
△7.81　 △5.53　 △3.87　 △7.82　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 317 414

受取手形 ※1,※3
 2,439

※1,※3
 3,135

売掛金 ※1,※3
 43,118

※1,※3
 59,317

商品及び製品 2,307 3,060

仕掛品 14,395 16,109

原材料及び貯蔵品 3,989 4,078

前渡金 205 26

前払費用 18 124

短期貸付金 ※3
 4,368

※3
 3,328

未収入金 ※3,※4
 7,150

※3,※4
 8,396

その他 175 325

貸倒引当金 △290 △2,358

流動資産合計 78,191 95,954

固定資産

有形固定資産

建物 68,514 68,766

減価償却累計額 △42,592 △44,243

建物（純額） 25,922 24,523

構築物 9,548 9,475

減価償却累計額 △8,225 △8,342

構築物（純額） 1,323 1,133

機械及び装置 158,842 159,034

減価償却累計額 △138,349 △140,930

機械及び装置（純額） 20,493 18,104

車両運搬具 321 364

減価償却累計額 △296 △312

車両運搬具（純額） 25 52

工具、器具及び備品 24,963 24,177

減価償却累計額 △21,196 △21,487

工具、器具及び備品（純額） 3,767 2,690

土地 7,169 7,123

建設仮勘定 4,920 2,085

有形固定資産合計 63,619 55,710

無形固定資産

のれん 79 56

借地権 674 671

施設利用権 70 66

ソフトウエア 6,481 6,650

無形固定資産合計 7,304 7,443
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,825 4,983

関係会社株式 39,563 40,135

出資金 787 644

関係会社出資金 14,786 16,211

関係会社長期貸付金 9,333 9,559

長期前払費用 37 －

前払年金費用 3,358 1,332

その他 2,110 2,216

貸倒引当金 △3,260 △5,897

投資その他の資産合計 70,539 69,183

固定資産合計 141,462 132,336

資産合計 219,653 228,290

負債の部

流動負債

買掛金 ※3
 31,802

※3
 48,786

短期借入金 1,465 ※3
 5,893

1年内償還予定の社債 5,000 －

1年内返済予定の長期借入金 3,000 －

未払金 604 1,501

設備関係未払金 5,633 2,373

未払法人税等 133 194

未払費用 7,784 7,399

繰延税金負債 － 48

前受金 1,614 747

預り金 1,580 1,501

その他 829 791

流動負債合計 59,444 69,233

固定負債

社債 － 5,000

長期借入金 20,500 23,500

繰延税金負債 3,444 2,984

退職給付引当金 14,882 16,572

役員退職慰労引当金 502 372

その他 224 －

固定負債合計 39,552 48,428

負債合計 98,996 117,661
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 25,948 25,948

資本剰余金

資本準備金 34,839 34,839

その他資本剰余金 11 －

資本剰余金合計 34,850 34,839

利益剰余金

利益準備金 6,512 6,512

その他利益剰余金

特別償却準備金 357 140

固定資産圧縮積立金 380 364

別途積立金 86,964 36,964

繰越利益剰余金 △29,972 8,946

利益剰余金合計 64,241 52,926

自己株式 △4,353 △3,975

株主資本合計 120,686 109,738

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 283 959

繰延ヘッジ損益 △312 △68

評価・換算差額等合計 △29 891

純資産合計 120,657 110,629

負債純資産合計 219,653 228,290
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 ※4
 298,078

※4
 241,718

売上原価

製品期首たな卸高 3,429 2,307

当期製品製造原価 ※1,※3,※4
 281,501

※1,※3,※4
 222,628

合計 284,930 224,935

他勘定振替高 ※2
 18 －

製品期末たな卸高 2,307 3,060

製品売上原価 282,605 221,875

売上総利益 15,473 19,843

販売費及び一般管理費

荷造及び発送費 4,357 3,949

その他の販売費 1,578 1,393

貸倒引当金繰入額 11 －

従業員給料及び手当 5,188 4,603

退職給付費用 842 1,094

減価償却費 162 161

技術研究費 ※1
 7,540

※1
 6,397

支払報酬 1,640 2,366

その他 3,921 3,356

販売費及び一般管理費合計 25,239 23,319

営業損失（△） △9,766 △3,476

営業外収益

受取利息 282 286

有価証券利息 7 3

受取配当金 ※4
 5,672

※4
 1,703

固定資産賃貸料 － ※4
 575

その他 1,399 627

営業外収益合計 7,360 3,194

営業外費用

支払利息 867 580

社債利息 37 39

為替差損 578 －

固定資産処分損 389 176

たな卸資産廃棄損 510 －

その他 611 590

営業外費用合計 2,992 1,385

経常損失（△） △5,398 △1,667
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

関係会社株式売却益 － 456

固定資産売却益 － ※2,※4
 416

その他 － 63

特別利益合計 － 935

特別損失

関係会社株式評価損 7,039 3,485

関係会社出資金評価損 2,619 －

減損損失 ※5
 5,125

※5
 662

貸倒引当金繰入額 1,144 4,909

その他 2,763 495

特別損失合計 18,690 9,551

税引前当期純損失（△） △24,088 △10,283

法人税、住民税及び事業税 225 △113

法人税等調整額 14,451 △976

法人税等合計 14,676 △1,089

当期純損失（△） △38,764 △9,194
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【製造原価明細書】

  
第72期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   214,754 75.8  173,407 75.2
Ⅱ　労務費   32,724 11.6  30,972 13.4
Ⅲ　経費        
１　水道動力費  4,178   3,123   
２　減価償却費  15,971   13,101   
３　修繕費  3,052   2,554   
４　租税公課  1,225   1,216   
５　賃借料  1,155   966   
６　外注加工費  7,393   4,260   
７　その他の経費  2,791 35,765 12.6 1,035 26,255 11.4
当期総製造費用   283,243 100.0  230,634 100.0
期首仕掛品棚卸高   20,330   14,395  
合計   303,573   245,029  
他勘定振替高 ※２  7,677   6,292  
期末仕掛品棚卸高   14,395   16,109  
当期製品製造原価   281,501   222,628  

        

 

　（注）

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　１　原価計算の方法は、加工費工程別総合原価計算法であ

り、原価計算期間における製造原価のうち加工費のみ

を各工程別に集計し、材料費は直接製品について計算

しております。

　１　同左

※２　主なものは技術研究費であります。 ※２　同左
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 25,948 25,948

当期末残高 25,948 25,948

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 34,839 34,839

当期末残高 34,839 34,839

その他資本剰余金

前期末残高 16 11

当期変動額

自己株式の処分 △5 △11

当期変動額合計 △5 △11

当期末残高 11 －

資本剰余金合計

前期末残高 34,855 34,850

当期変動額

自己株式の処分 △5 △11

当期変動額合計 △5 △11

当期末残高 34,850 34,839

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 6,512 6,512

当期末残高 6,512 6,512

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 598 357

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △241 △217

当期変動額合計 △241 △217

当期末残高 357 140

固定資産圧縮積立金

前期末残高 375 380

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △14 △16

固定資産圧縮積立金の積立 19 －

当期変動額合計 5 △16

当期末残高 380 364

別途積立金

前期末残高 86,964 86,964

当期変動額

別途積立金の取崩 － △50,000

当期変動額合計 － △50,000

当期末残高 86,964 36,964
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 11,646 △29,972

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △38,764 △9,194

自己株式の処分 － △121

特別償却準備金の取崩 241 217

固定資産圧縮積立金の取崩 14 16

固定資産圧縮積立金の積立 △19 －

別途積立金の取崩 － 50,000

当期変動額合計 △41,618 38,918

当期末残高 △29,972 8,946

利益剰余金合計

前期末残高 106,095 64,241

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △38,764 △9,194

自己株式の処分 － △121

当期変動額合計 △41,854 △11,315

当期末残高 64,241 52,926

自己株式

前期末残高 △4,348 △4,353

当期変動額

自己株式の取得 △18 △7

自己株式の処分 13 385

当期変動額合計 △5 378

当期末残高 △4,353 △3,975

株主資本合計

前期末残高 162,550 120,686

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △38,764 △9,194

自己株式の取得 △18 △7

自己株式の処分 8 253

当期変動額合計 △41,864 △10,948

当期末残高 120,686 109,738
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,319 283

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,036 676

当期変動額合計 △1,036 676

当期末残高 283 959

繰延ヘッジ損益

前期末残高 98 △312

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△410 244

当期変動額合計 △410 244

当期末残高 △312 △68

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,417 △29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,446 920

当期変動額合計 △1,446 920

当期末残高 △29 891

純資産合計

前期末残高 163,967 120,657

当期変動額

剰余金の配当 △3,090 △2,000

当期純損失（△） △38,764 △9,194

自己株式の取得 △18 △7

自己株式の処分 8 253

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,446 920

当期変動額合計 △43,310 △10,028

当期末残高 120,657 110,629
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【重要な会計方針】

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

　期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

　同左

②　時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

②　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。これにより、営業損失、経常

損失及び税引前当期純損失は、それぞれ708百万円増

加しております。

 

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定率法（ただし、建物及び附属設備については定額

法）を採用しております。

 

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　  　定率法（ただし、建物及び附属設備については定額

法）を採用しております。

（追加情報）

　有形固定資産の耐用年数の変更

　当社は、機械装置の耐用年数について法人税法の

改正を契機に見直しを行った結果、主に製品のライ

フサイクルの短縮化により、設備改造や更新が従来

にも増して短期間に行われることが見込まれるこ

ととなったため、当事業年度よりこれらを反映した

耐用年数に変更しております。この結果、従来と比

較して、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

はそれぞれ2,099百万円増加しております。
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第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

 

(3) リース資産

同左

　

 

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　同左
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第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

６　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

６　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、過去勤務債務の処理につい

ては各事業年度の発生時に一括で費用処理しており

ます。

　 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

 

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、過去勤務債務の処理につい

ては各事業年度の発生時に一括で費用処理しており

ます。

　 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

（会計方針の変更）

「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号　平成20年７月31日）が

平成21年３月31日以前に開始する事業年度に係る財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準を適用しております。

　数理計算上の差異を翌事業年度から償却するため、

これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

に与える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は842百万円であります。

 

　

　

 

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

　同左

（追加情報）

　当社は、平成20年３月28日開催の報酬委員会におい

て、役員退職慰労金の廃止を決定し、廃止に伴う打切

り日（執行役は平成20年３月31日、執行役を兼務しな

い取締役は平成20年６月27日）までの在任期間に対

応する退職慰労金として、従来の役員退職慰労金規則

に基づいて、平成20年度末における支給見込額を計上

しております。

（追加情報）

　同左
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第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

７　収益及び費用の計上基準

　長期・大型請負工事（工期１年超、請負金額５億円以

上）の収益及び費用の計上基準については、工事進行基

準を採用しております。

７　収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準　

イ　当事業年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例

法)

　ロ　その他の工事

工事完成基準　

  (会計方針の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請

負金額500百万円以上かつ工期１年超の工事について

は工事進行基準を、その他の工事については工事完成

基準を適用しておりましたが、当事業年度より、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を適用し、当事業年度に着手した工事契約から、当

事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

　なお、この変更による売上高及び損益への影響はあり

ません。　

８　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　　①借入金の変動金利

　金利スワップについて特例処理の条件を充たして

いる場合には、特例処理を採用しております。

８　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　　①借入金の変動金利

 同左

　　②原材料価格変動

　繰延ヘッジを採用しております。

　　②原材料価格変動

 同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　①ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　ヘッジ対象・・・借入金の変動金利

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　①ヘッジ手段・・・同左

　　ヘッジ対象・・・同左

　②ヘッジ手段・・・コモディティ・スワップ

　　ヘッジ対象・・・原材料

　②ヘッジ手段・・・同左

　　ヘッジ対象・・・同左

(3）ヘッジ方針

　一部の借入金における金利及び原材料の市場変動

リスク回避を目的としてデリバティブ取引を行っ

ており、投機目的の取引は行っておりません。

(3）ヘッジ方針

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　コモディティ・スワップについては、ヘッジ手段

とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同

一であるため、有効性の判定は省略しており、

また、金利スワップについては、特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　  同左

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等

　税抜方式によっております。

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等

同左

(2）連結納税制度の適用

　　当事業年度から連結納税制度を適用しております。　　
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【会計処理方法の変更】

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、リース取

引開始日が平成20年４月１日以降の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を適用しております。　　　　 

　当事業年度においては、リース取引開始日が平成

20年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・

リース取引はありませんでしたので、この変更による

損益への影響はありません。

 

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　―――――
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【表示方法の変更】

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （貸借対照表）

 １　前事業年度末において、流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「短期貸付金」は、資産の総額の

100分の１を超えたため、当事業年度末より、区分掲記し
ております。なお、前事業年度末における額は　2,340百万
円であります。　

 

 

 

 

 

 （貸借対照表）

                   ―――――
 

 

 

 

 

  （損益計算書）
１　前事業年度において、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「退職給付費用」は、

当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度

における額は681百万円であります。

  （損益計算書）
１　前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「固定資産賃貸料」は、当事業年度

より区分掲記しております。なお、前事業年度における額

は600百万円であります。
２　前事業年度において、特別損失の「その他」に含めて表

示しておりました「貸倒引当金繰入額」は、当事業年度

より区分掲記しております。なお、前事業年度における額

は22百万円であります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

第72期
（平成21年３月31日現在）

第73期
（平成22年３月31日現在）

※１　債権流動化による手形譲渡高 1,778百万円

債権流動化による売掛債権譲渡高 － 
 

※１　債権流動化による手形譲渡高 1,885百万円

債権流動化による売掛債権譲渡高 － 
 

２　偶発債務

(1）債務保証
　他社の金融機関からの借入金等に対して次のとお

り債務保証をしております。

２　偶発債務

(1）債務保証
　他社の金融機関からの借入金等に対して次のとお

り債務保証をしております。

被保証者
被保証債務
の内容

保証金額
（百万円）

上海日光銅業有限公司 借入金      1,132
Thai Hitachi Enamel
Wire Co., Ltd.

借入金・
買掛金

      584

瀋陽北恒日立銅材有限
公司

借入金  979

Hitachi Cable Austria
GmbH 借入金  293

㈱ジェイ・パワーシステ
ムズ

契約履行ボ
ンド・借入
金

 5,475

Luvata Hitachi Cable
（Thailand）Ltd. 借入金  9

中天日立光纜有限公司 借入金 222
上海日立電線有限公司 借入金  298
PHCP, INC. 借入金 429
中天日立射頻電纜有限
公司

借入金 266

計  9,687
 

被保証者
被保証債務
の内容

保証金額
（百万円）

上海日光銅業有限公司 借入金      1,430
Thai Hitachi Enamel
Wire Co., Ltd.

借入金・
買掛金

      1,969

住電日立ケーブル㈱ 借入金  1,100
Hitachi Cable Austria
GmbH 借入金 244

㈱ジェイ・パワーシステ
ムズ

契約履行ボ
ンド・借入
金

 2,464

Luvata Hitachi Cable
（Thailand）Ltd. 借入金  543

中天日立光纜有限公司 借入金 211
上海日立電線有限公司 借入金  296
PHCP, INC. 借入金 406
Hitachi Cable (Johor) Sdn.
Bhd. 銀行保証 36

中天日立射頻電纜有限
公司

借入金 491

計  9,190
 

（注）従業員の住宅取得資金借入についての金融機関へ

の債務保証に関しては住宅資金貸付保険が付保され

ており、将来において実損が発生する可能性がないた

め、偶発債務から除外しております。

（注）従業員の住宅取得資金借入についての金融機関へ

の債務保証に関しては住宅資金貸付保険が付保され

ており、将来において実損が発生する可能性がないた

め、偶発債務から除外しております。
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第72期
（平成21年３月31日現在）

第73期
（平成22年３月31日現在）

(2）経営指導念書 (2）経営指導念書

対象者 内容
金額

（百万円）
上海日立電線有限公司 借入金 591
㈱アドバンスト・ケーブル
・システムズ

借入金 560

華南電線加工有限公司 借入金 248
Thai Hitachi Enamel
Wire Co., Ltd. 借入金 112

日立電線(蘇州)精工有限
公司

借入金 284

深?日立電線有限公司 借入金 192
計  1,987

 

対象者 内容
金額

（百万円）
上海日立電線有限公司 借入金 305
㈱アドバンスト・ケーブル
・システムズ

借入金 437

Thai Hitachi Enamel
Wire Co., Ltd. 借入金 109

日立電線(蘇州)有限公司 借入金 658
深?日立電線有限公司 借入金 25

計  1,534
 

※３　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

※３　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

受取手形 1,462百万円

売掛金 27,057 

短期貸付金

未収入金

買掛金

4,368

7,082

9,767

  

 

 
 

受取手形 1,808百万円

売掛金 33,420 

短期貸付金 3,325 

未収入金 5,442 

買掛金 10,761 

短期借入金 5,235 

　

 
※４　消費税等

　仮払消費税等は仮受消費税等と相殺し、未収入金

に含めて表示しております。

※４　消費税等

　　同左
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（損益計算書関係）

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

※１　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

10,693百万円 9,125百万円

※２　主なものは棚卸差損であります。 ※２　固定資産売却益については、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　          機械及び設備      　　　　　　　399百万円

         工具器具備品　　  　　　　　    　5

         土地　　　　　　　　　  　　 　　12

　

 　            　                    　

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,118百万円　

　　　 

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 89百万円　

　　　 

※４　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

※４　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 124,321百万円

仕入高 157,559 

受取配当金 5,492 
 

売上高 101,537百万円

仕入高 113,679 

受取配当金 1,576 

固定資産賃貸料 439 

固定資産売却益 404 
 

※５　減損損失 

 ①

　※５　減損損失 

 ①

用途 化合物半導体事業

場所
高砂工場
（茨城県日立市）

種類 建物、機械装置、備品他

減損損失額
建物1,226百万円
機械装置1,256百万円、備品他171
百万円、計2,653百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値

 

用途 銅管事業

場所
土浦工場
（茨城県土浦市）

種類 機械装置、備品他

減損損失額
機械装置638百万円、備品他16百
万円、計654百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みと
なったため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値
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第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ②  ②

用途 パッケージ材料（ＣＯＦ）事業

場所
電線工場
（茨城県日立市）

種類 機械装置、備品他

減損損失額
機械装置1,219百万円、備品他27百
万円、計1,246百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

市場評価額

用途 遊休資産

場所
三沢グラウンド
（青森県三沢市）

種類 土地
減損損失額 土地8百万円
減損損失の認識に
至った経緯

帳簿価額に比較して市場価額が
下落したため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定方
法

固定資産税評価額

③  

用途 自動車用部品（電装部品）事業

場所
高砂工場
（茨城県日立市）

種類 機械装置、備品他

減損損失額
機械装置613百万円、備品他36百
万円、計649百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みと
なったため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定
方法

市場評価額

 

 （グルーピングの方法）

　他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位

として事業部門別にグルーピングを行っております。
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第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

④  

用途 自動車用部品（ホース）事業

場所
電線工場
（茨城県日立市）

種類 建物、機械装置、備品他

減損損失額
建物126百万円、機械装置425百万
円、備品他23百万円、計574百万円

減損損失の認識に
至った経緯

市場環境が悪化する見込みとなっ
たため

回収可能価額 使用価値
回収可能価額の算定
方法

割引率4.5%を用いた使用価値

 

 

 

⑤  

用途 遊休資産

場所
三沢グラウンド
（青森県三沢市）

種類 土地
減損損失額 土地3百万円
減損損失の認識に
至った経緯

帳簿価額に比較して市場価額が
下落したため

回収可能価額 正味売却価額
回収可能価額の算定方
法

固定資産税評価額

 

 

 

 （グルーピングの方法）

　他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位

として事業部門別にグルーピングを行っております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

自己株式     

　普通株式 10,438,340 54,476 30,462 10,462,354

 

（注）自己株式の増加株式数54,476株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。自己株式の減少株式数30,462　　　 

株は、単元未満株式の売り渡しによる減少であります。

 

当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

自己株式     

　普通株式 10,462,354 27,248 924,677 9,564,925

 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加27,248株は、単元未満株式の買取りによる増加27,223株、東北ゴム㈱との株式交

換により生じた端数株式の買取りによる増加25株であります。減少924,677株は、東北ゴム㈱との株式交換に係る自己

株式の交付による減少915,917株、単元未満株式の売渡しによる減少8,760株であります。
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（リース取引関係）

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

    有形固定資産

 　　 主として、生産設備（機械及び装置）及び事務

    通信機器（工具、器具及び備品）であります。

 ② リース資産の減価償却の方法

 　 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

 　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

  ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

  ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

  準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

  であります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

    有形固定資産

 　　 主として、生産設備（機械及び装置）及び事務

    通信機器（工具、器具及び備品）であります。

 ② リース資産の減価償却の方法

 　 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

 　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

  ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

  ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

  準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

  であります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円） 

期末残高
相当額
（百万円）

機械及び
装置

1,436 450 428 558

工具、器
具及び備
品

692 463 － 229

その他 33 27 － 6
合計 2,161 940 428 793

 

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円） 

期末残高
相当額
（百万円）

機械及び
装置

1,410 478 428 504

工具、器
具及び備
品

322 233 － 89

その他 47 34 － 13
合計 1,779 745 428 606

 
(2）未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リ－ス料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リ－ス料期末残高相当額

１年内 298百万円

１年超 896 

合計

リ－ス資産減損勘定の残高

1,194

237
 

 

１年内 218百万円

１年超 622 

合計

リ－ス資産減損勘定の残高

840

183
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第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3）支払リース料、リ－ス資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リ－ス資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料

リ－ス資産減損勘定の取崩額

317

55

百万円

減価償却費相当額 258 

支払利息相当額 28 
 

支払リース料

リ－ス資産減損勘定の取崩額

264

55

百万円

減価償却費相当額 208 

支払利息相当額 25 
 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 
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（有価証券関係）

前事業年度末（平成21年３月31日現在） 

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

当事業年度末（平成22年３月31日現在） 

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式28,923百万円、関連会社株式11,212百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

第72期
（平成21年３月31日現在）

第73期
（平成22年３月31日現在）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（百万円） （百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金 8,627

有価証券評価損否認額 4,342

未払賞与 1,339

減損損失 3,495

税務上の繰越欠損金 5,400

その他 4,475

繰延税金資産小計 27,678

評価性引当額 △27,678

繰延税金資産合計     ―

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △192

退職給付信託設定益 △1,396

前払年金費用 △1,357

固定資産圧縮積立金 △257

特別償却準備金 △242

繰延税金負債合計 △3,444

繰延税金資産（負債）純額 △3,444
 

繰延税金資産  

退職給付引当金 9,334

有価証券評価損否認額 5,824

未払賞与 1,249

減損損失 2,444

税務上の繰越欠損金 6,084

貸倒引当金　 3,335

その他 2,924

繰延税金資産小計 31,194

評価性引当額 △31,194

繰延税金資産合計     ―

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △624

退職給付信託設定益 △1,396

前払年金費用 △538

固定資産圧縮積立金 △247

特別償却準備金 △95

その他 △132

繰延税金負債合計 △3,032

繰延税金資産（負債）純額 △3,032
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略し

  ております。 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略し

  ております。 
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（１株当たり情報）

第72期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額      331.88円

１株当たり当期純損失金額（△）   △106.62円

１株当たり純資産額      303.55円

１株当たり当期純損失金額（△）   △25.27円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。
 

　（注）１株当たり当期純損失金額、及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり　　　　

　　　　であります。

 

 
第72期

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

第73期
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△） （百万円） △38,764 △9,194

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る当期純損失

（△）
（百万円） △38,764 △9,194

期中平均株式数 （千株） 363,567 363,793

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 (百万円) － －

普通株式増加数 (千株) 0 －

（うち新株予約権方式によるストックオプショ

ン） 
(0) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

　新株予約権３種類及び新株引受権

２種類の目的となる株式（新株予

約権：692,000株、新株引受権：　

554,000株）。これらの詳細は、「第

４　提出会社の状況、１　株式等の状

況、(2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

            

　新株予約権２種類及び新株引受権

２種類の目的となる株式（新株予

約権：448,000株、新株引受権：　

554,000株）。これらの詳細は、「第

４　提出会社の状況、１　株式等の状

況、(2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

OPTO TECH CORPORATION 33,369,899 2,593

シャープ㈱ 414,400 484

東京製綱㈱ 717,000 186

土浦ケーブルテレビ㈱ 3,000 150

京阪電気鉄道㈱ 271,217 106

㈱懇話会館 1,000,000 99

㈱ティラド 300,000 80

日本原子力発電㈱ 7,459 75

三国商事㈱ 755,666 72

東京瓦斯㈱ 140,000 58

その他（87銘柄） 3,684,520 1,080

合計 40,663,161 4,983
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 68,514 364 112
　

68,766 44,243 1,731 24,523

構築物 9,548 7 80
(2)

9,475 8,342 186 1,133

機械及び装置 158,842 5,632 5,440
(638)

159,034 140,930 6,980 18,104

車両運搬具 321 53 10
(4)

364 312 22 52

工具、器具及び備品 24,963 880 1,666
(10)

24,177 21,487 1,864 2,690

土地 7,169 6 52
(8)

7,123 － － 7,123

建設仮勘定 4,920 4,180 7,015
 

2,085 － － 2,085

有形固定資産　計 274,277 11,122
14,375

(662)
271,024 215,314 10,783 55,710

無形固定資産        

のれん

 

114
 

－
 

－
 

114
 

58
 

23
 

56
 

借地権

 

674
 

－
 

3
 

671
 

－
 

－
 

671
 

施設利用権 206 0 1
　

205 139 4 66

ソフトウエア 15,505 5,370 2,916
　

17,959 11,309 2,451 6,650

無形固定資産　計 16,499 5,370 2,920 18,949 11,506 2,478 7,443
長期前払費用 37 － 37 － － － －

（注）１　「当期減少額」欄の(  )内は内書きで、減損損失の計上額であります。
 
　　　２　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

資産の種類 内訳 金額（百万円）

機械及び装置
土浦工場 3,860

日高・高砂工場 1,320

建設仮勘定
土浦工場 1,991

日高・高砂工場 1,365

ソフトウエア
日高・高砂工場 3,955

ＩＴ統括センタ 1,295
 
　　　３　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

資産の種類 内訳 金額（百万円）

機械及び装置
土浦工場 2,261

 電線工場 2,129

ソフトウエア 日高・高砂工場 2,602
 
　　　４　無形固定資産の施設利用権には、非償却資産である電話加入権45百万円が含まれております。
 

EDINET提出書類

日立電線株式会社(E01342)

有価証券報告書

134/145



【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

摘要

貸倒引当金 3,550 5,146 39 402 8,255 （注）

役員退職慰労引当金 502 － 130 － 372  

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 －

普通預金 375

当座預金 31

定期預金 －

その他預金 8

小計 414

合計 414

 

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日立電線商事㈱ 1,034

日立電線販売㈱ 432

藤長電気㈱ 254

エレマテック㈱ 183

中信電機㈱ 172

その他 1,060

合計 3,135

 

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成22年４月期日のもの 25

５月期日のもの 350

６月期日のもの 1,548

７月期日のもの 1,096

８月期日のもの 114

９月期日のもの 2

合計 3,135
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ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日立電線商事㈱ 5,867

日立電線販売㈱ 4,354

日立マグネットワイヤ㈱ 3,621

日立電線フィルムデバイス㈱ 3,432

Hitachi Cable Asia Ltd. 2,799

その他 39,244

合計 59,317

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

────
Ａ＋Ｂ

（Ａ＋Ｄ）×１／２
─────────
Ｂ×１／12

43,118 251,239 235,040 59,317 79.8 2.4 ヶ月

 

ニ．商品及び製品

事業区分 金額（百万円）

電線・ケーブル事業 1,395

情報通信ネットワーク事業 166

高機能材料事業 1,499

合計 3,060

 

ホ．仕掛品

事業区分 金額（百万円）

電線・ケーブル事業 2,915

情報通信ネットワーク事業 6,065

高機能材料事業 7,129

合計 16,109

 

ヘ．原材料及び貯蔵品

事業区分 金額（百万円）

電線・ケーブル事業 2,015

情報通信ネットワーク事業 922

高機能材料事業 1,141

合計 4,078
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②　固定資産

　イ．関係会社株式

関係会社名 金額（百万円）

㈱ジェイ・パワーシステムズ 8,000

東日京三電線㈱ 7,424

Hitachi Cable America Inc. 6,034

Hitachi Cable（Johor）Sdn. Bhd. 3,691

AHCL (Thailand) Co., Ltd. 1,785

その他 13,201

合計 40,135

 

　ロ．関係会社出資金

関係会社名 金額（百万円）

上海日立電線有限公司 5,183

日立電線（蘇州）有限公司 4,510

Hitachi Cable Vietnam Co., Ltd. 1,580

Hitachi Cable Austria GmbH 1,339

上海日光銅業有限公司 1,087

その他 2,512

合計 16,211

 

③　流動負債

　買掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

住友金属鉱山㈱ 8,687

国長金属㈱ 4,497

日立電線メクテック㈱ 3,495

日立電線ロジテック㈱ 3,296

パンパシフィック・カッパー㈱ 3,261

その他 25,550

合計 48,786
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　　　④　固定負債

　イ．長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジ

ケート団（注）
10,000

㈱みずほコーポレート銀行をエージェントとするシン

ジケート団（注）
5,000

日本生命保険相互会社 5,000

明治安田生命保険相互会社 2,000

太陽生命保険株式会社 1,000

住友生命保険相互会社 500

合計 23,500

 

  ロ．退職給付引当金 

区分 金額（百万円）

未積立退職給付債務 22,860

未認識数理計算上の差異 △6,288

合計 16,572

 

 

（注）　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケート団は、㈱常陽銀行その他の9行で構成されており、金額

については、その合計であります。　

        ㈱みずほコーポレート銀行をエージェントとするシンジケート団は、㈱広島銀行その他の6行で構成されており、

金額については、その合計であります。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座） 

東京都千代田区大手町二丁目６番２号　東京証券代行株式会社本店

株主名簿管理人
（特別口座） 

東京都千代田区大手町二丁目６番２号　東京証券代行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　　　　　―――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行います。但し、事故その他のやむを得

ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載してこれを行います。

なお、電子公告の掲載は当社ホームページ上でこれを行い、そのアドレ

スは次のとおりであります。

http://www.hitachi-cable.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注） 定款の定めにより、株主は、所有する単元未満株式について、会社法第189条第2項各号に掲げる権利、株主の有する

株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに株主の有する単元未満株式

の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを当社に対して請求する権利以外の権利を行使するこ

とができません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社の親会社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等ではありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第72期）（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

平成21年６月25日関東財務局長に提出

　

(2)内部統制報告書及びその添付書類

　　　平成21年６月25日関東財務局長に提出　

 

(3）四半期報告書及び確認書

事業年度（第73期第１四半期）（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）

平成21年８月13日関東財務局長に提出

事業年度（第73期第２四半期）（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）

平成21年11月13日関東財務局長に提出

事業年度（第73期第３四半期）（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）

平成22年２月12日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成21年６月25日

日立電線株式会社  

 

 執行役社長　今井　光雄　殿   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青栁　好一　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福井　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日置　重樹　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
日立電線株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立電線

株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日立電線株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、日立電線株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成22年６月24日

日立電線株式会社  

 

 執行役社長　今井　光雄　殿   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青栁　好一　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福井　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日置　重樹　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
日立電線株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立電線

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日立電線株式会社の平成22年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、日立電線株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成21年６月25日

日立電線株式会社  

 

 執行役社長　今井　光雄　殿   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青栁　好一　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福井　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日置　重樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日立電線株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立電線株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成22年６月24日

日立電線株式会社  

 

 執行役社長　今井　光雄　殿   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青栁　好一　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福井　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日置　重樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日立電線株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立電線株式

会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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